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【論点 ①】 経営管理について 

１． 下水道経営の現状・課題１）２） 

１．１ 下水道事業をめぐる経営の状況 

（１） 下水道処理人口普及率と下水道事業予算の推移 

下水道処理人口普及率と国費と地方費を合わせた下水道事業予算の推移を見ると、人口普

及率が平成15年度末の66.7％から平成28年度末には78.3％と普及が進んでおり、また、国費に

関し国の財政状況等が厳しいこともあり、下水道事業予算は近年減少傾向にある。 

  

図1-1 下水道処理人口普及率と下水道事業予算の推移 

 

（２） 下水道事業における建設改良費・資本費・維持管理費の推移 

下水道事業の支出項目として、建設改良費は国費の減少及び普及率の増加もあって近年減

少しており、資本費も、建設改良費の減に伴い漸減している。 

維持管理費については、１兆円程度で横ばいの状況にある。 

(資本費：企営企業会計適用団体にあっては減価償却費・企業債利息等、非適用団体にあって

は地方債元利償還金等) 
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出典：国土交通省調

※下水道事業予算は補助対象事業費であり、地方単独事業費は含まない
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図1-2 下水道事業における建設改良費・資本費・維持管理費の推移 

 

（３）下水道事業の地方債残高・一般会計繰入金の推移 

近年の下水道事業予算、建設改良費、資本費の減少傾向等を背景として、下水道事業の地方

債残高の推移は、平成15年をピークにして減少傾向にある。 

下水道事業への一般会計繰入金についても、資本費の減少傾向を受け全体として減少傾向

にあるが、公営企業への一般会計繰入金に占める下水道事業の割合は未だに高い水準を維持

している。 

 

図1-3 下水道事業の地方債残高・一般会計繰入金の推移 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

S59 61 63 H2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26

地
方
債
残
高
（
億
円
）

年度（年）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

S59 61 63 H2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26

一
般
会
計
繰
入
金
（
億
円
）

年度（年）

出典：地方公営企業年鑑（総務省）
※一般会計繰入金には、農業集落排水等が含まれている。

近年減少傾向だが、引き続き
高い水準を維持している。
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出典：地方公営企業年鑑

※公共下水道事業（特環、特公を含む）、流域下水道事業の合計額である。

建設改良費には、「関連市町村建設費負担金」、維持管理費には、「関連市町村管理運営費負担金」を含んでいる。

資本費（H26年度）は、減価償却費から長期前受分を除いている。
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（４）下水道事業の収入･支出 

平成27年度の下水道事業の収入・支出の状況を見ると、支出の項目のその他の下水道管理

運営費と雨水分の下水道管理運営費については、一般会計繰入金により賄う経費となってい

る。また、汚水分の下水道管理運営費については、公費ではなく私費（下水道使用料）を充てる

べき経費であり全体として約1.53兆円あるが、これに対する下水道使用料収入は約1.48兆円

であり、汚水分の下水道管理運営費を下水道使用料で賄えていない状況にあることが分か

る。 

 

図1-4 下水道事業の収入・支出（平成27年度） 

 

（５）公共下水道事業における経費回収率の状況 

経費回収率は、下水道使用料収入で汚水処理経費を賄えている割合を表す経営指標である

が、公共下水道事業の加重平均（事業規模の大きい団体ほど大きく重み付け）では、事業規模

の大きい団体、政令市などの影響もあり、ここ5年間で7ポイント改善し、単純平均（事業規模の

大小に関わらず同じ重み付け）では、ここ5年間で5.6ポイント改善しており、近年大きく改善が

図られている。 

改善要因として、平成18年度に総務省が行った下水道事業一般会計繰出基準、地方財政措

置の見直しがある。さらに、平成19年度から24年度にかけて、金利の高い地方債について、公的

補償金免除繰上償還制度が設けられ、金利の高い地方債の借換えが行われ、利払い負担が軽

減し、資本費が減少したことも影響している。 

また、経営の効率化に向けた各種取組みが進展してきたことも寄与しており、国土交通省に

おいても、下水道の経営改善に向けて、取組みを講じてきている。処理場の包括的民間委託に

関するガイドライン３）、管路の包括的民間委託に関するガイドライン４）のほか、経営全般として下

水道経営の健全化のための手引き５）、また、下水道経営改善ガイドライン１）等を取りまとめてい

る。 

出典：平成27年度地方公営企業年鑑（総務省）等をもとに作成（四捨五入の関係で合計が合わない場合がある）

　収入の「その他」は、国庫補助金、都道府県補助金、受取利息及び配当金、雑収入、その他である。

　収入の「一般会計繰入金」は、地方公営企業法適用事業（収益的収入分）、地方公営企業法非適用事業（収益的収入、資本的収入-建設改良費充当分）の合計額である。

　支出の「下水道管理運営費」には、流域関連市町村から流域下水道事業に支払われる流域下水道管理運営費負担金を含む。

　支出の「その他の下水道管理運営費」は、分流式下水道等に要する経費、高資本費対策経費、高度処理費、水質規制費、水洗便所等普及費等である。

　資本費は、長期前受金戻入見合いの減価償却費を控除している。
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終末処理場等の包括的民間委託によるコスト削減効果については、サンプル調査の結果、平

均で維持管理費が9.6％削減されていた。 

 

 

図1-5 公共下水道事業における経費回収率の推移 

 

経費回収率は、100％となることが望ましいが、100％以上を達成している事業数は、全体の

約2割程度であり、今後も経営改善に向けた取組みをさらに推進していくことが求められる。 

 

1.2 今後の課題 

（１） 人口規模別に見る経営状況 

主要指標である経費回収率について見ると、小規模な団体ほど低く、規模が大きい団体ほ

ど高い傾向にあること、その主な要因としては、汚水処理原価が小規模団体ほど高い傾向に

あること（特に、維持管理費についてその傾向が顕著であること）が確認できる。この背景とし

ては、下水道事業における規模のメリットの存在とともに、小規模団体ほど供用開始後経過年

数が短い傾向にあり、事業の立ち上がり期においては処理区域全体が接続できる状態に至っ

ていないため、一般的に汚水処理原価が高く厳しい経営環境にある、という下水道事業の特

性が指摘できる。 
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※公共下水道事業（特環、特公を含む）を対象としている。

※平成26年度以降の経費回収率は、補助金等を財源とした償却資産に係る減価償却費等を控除している。
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図１-6 人口規模別の汚水処理原価・経費回収率 

 

（２） 人口規模別にみる下水道使用料の状況 

使用料水準の分布状況についても人口規模別に見てみると、小規模な団体ほど平均使用料

は高く、同一人口区分内における使用料のばらつきも大きい状況にあることが確認できる。ま

た、使用料改定状況との関係では、いずれの人口区分においても、使用料が低い団体には最

近5年間で使用料改定を行っていない団体が多い状況にある。 

 

図１-7 下水道使用料水準の分布 
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※赤線は平均値、グラフの濃色部分は直近５箇年に使用料値上げをした団体の割合を表している。
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（３） 人口規模別にみる下水道使用料の状況 

経費回収率の分布状況については、小規模な団体区分ほど経費回収率は低く、同一都市区

分内の経費回収率のばらつきも大きい状況にあるが、小規模な団体ほど、経費回収率が低い

にもかかわらず最近5年間で使用料改定を行っていない団体が多い状況にあることが確認で

きる 

 

図１-8 経費回収率の分布 

 

（４） 経営実態を踏まえた適切な下水道使用料の徴収 

おおよその傾向として、人口規模が小さく、供用開始後経過年数が少ない団体にあっては、

経営状況はより厳しいものとなっている。これらの団体では、下水道整備途上であるため使用

料収入の増加が続いているところも多いと思われるが、将来的に概成した暁には、節水傾向

や人口減少の影響を受けて使用料収入が減少に転じることも想定される。他方、人口規模が

大きく概成済の団体では、現在の経営状況は比較的良好であるものの、使用料収入が横ばい

又は漸減傾向となる中で、維持管理費用の増加や今後の更新需要の急増にいかに対応するか

が課題となっていると考えられる。 

各団体においては、自らの収支構造を的確に把握し、使用料が事業の持続的な展開を考慮し

て必要な水準にないと判断された場合は、使用料の値上げを含めた経営改善検討を行うこと

が必要である。 

 

 

 

 

【1万人未満】母数：124 【1万人以上5万人未満】母数：534 【5万人以上10万人未満】母数：259

【10万人以上30万人未満】母数：199 【30万人以上】母数：51 【政令指定都市】母数：21

出典：平成27年度地方公営企業年鑑（総務省）をもとに作成
※公共下水道事業（特環関係、特公関係を除く。）を対象
※赤線は平均値、グラフの濃色部分は直近５箇年に使用料値上げをした団体の割合を表している。
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２． 下水道経営改善ガイドライン 

２．１ 下水道経営サポート検討会 

地方の財政状況が厳しい現下において、下水道事業の経営状況は、多額の起債や他会計からの

繰入金に依存している状況となっている。下水道事業が今後も安定的で持続可能な事業となる

ためには、悪化している財政状態や経営状況を早急に改善する必要がある。このため、国土交通

省と日本下水道協会が共同して設置した下水道経営サポート検討会において、下水道事業者が

下水道経営の課題を経営指標により定量化し、自身の経営状況を評価できるようにするとともに、

その評価に応じて、効果のある施策を選択・実施して再評価することでPDCAサイクルを回し、独立

採算を旨とする自律的経営を目指すことに役立てるため、下水道経営改善ガイドラインが策定さ

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 下水道経営サポート検討会 

 

２．２ 下水道経営改善ガイドラインのポイント 

下水道経営改善ガイドラインでは、下水道事業者は、ａ.債務償還年数、ｂ．経費回収率、ｃ．水洗化

率（接続率）、ｄ．管渠の平均年齢、e.有収水量当たりの維持管理費、ｆ．施設利用率の６つの指標値を

測定し、そのランク分けにより経営自己診断表を作成し、経営状況を把握・分析することとしてい

る。 

その上で､全国の下水道事業者に対して実施した経営改善アンケートより、多くの事業者が抱え

る課題と、改善効果があると想定される施策が体系立てて整理されているので、その中から効果

のある経営改善施策を選択し、決定、実行していくこととしている。 

また、中小規模の事業者でも経営改善に取り組めるよう、中小規模のモデル都市を選出し、抱え

ている課題や、過去に実施又は検討している施策の効果についても取りまとめている。 

これらの取組みを経営計画等に盛り込み、それを実行し、さらに結果を見て、再度施策を設定し
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直すというPDCAサイクルを活用し、経営改善を進める手順となっている。 

 

図2-2 経営改善ガイドラインの活用 

 

２．３ 下水道経営改善ガイドライン（経営自己診断表） 

下水道経営改善ガイドラインでは、経営指標値を測定するために経営自己診断表を作ることと

している。各指標について分子と分母に何を入れるのか記載があり、例えば債務償還年数は、分

子に地方債残高、分母に業務活動等によるキャッシュフローを入れることにより、測定値が算定さ

れる。そして、測定値から課題を把握できるように、各指標にランク分けの基準として、Ａ、Ｂ、Ｃを設

定している。 

債務償還年数、経費回収率、水洗化率、管渠の平均年齢、維持管理費、施設利用率をそれぞれ

算定し、その測定値をそれぞれランク分けをすることとしており、そのランク分けされた数値を基

に、現状がどのようなものかを認識して、まずどこから改善していくべきかを踏まえ、経営改善施

策を選択していくこととなる。 

次項からは、下水道経営改善ガイドラインで使用する経営指標について解説を行う。 
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図 2-3 経営自己診断表 

 

2.4 下水道経営改善ガイドライン（経営指標） 

（１） 経営指標 ａ．債務償還年数 

１） 指標の説明 

・ 事業投資に要した地方債の残高が、使用料収入などの営業収入で獲得するキャッシュ・フ

ロー能力の何倍（何年分）に当たるかを測る。 

・ 当該指標により、地方債の返済可能能力を把握するとともに、借金が収入に見合ったも

のであることを判断する。 

２） 経営指標の算定式 

債務償還年数（年）＝地方債残高÷業務活動等によるキャッシュフロー ※1,2 

※1 業務活動等によるキャッシュフロー 

（総収益－総費用）＋他会計補助金（資本的収入）＋（減価償却費＋資産減耗費 

＋各種引当金繰入額）－（繰延収益＋各種引当金戻入） 

※2 総収益に含まれている他会計補助金（収益的収入）と、他会計補助金（資本的収入）

は、一般会計繰出基準に基づく繰入額とする。 
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３） モデル都市の経営指標値と全国加重平均値 

 

４） 経営指標値によるランク分けの基準  

 

５） 経営指標値が基準の範囲を下回る要因 

・ 下水道接続することへの住民の理解不足 

・ 低所得世帯において接続費用の負担が難しいこと 

・ 自分たちの世代しか使用しないと考えている高齢者世帯が、水洗化（接続）の必要性を

感じにくいなど、高齢者世帯の未接続 

 

（２） 経営指標 ｂ. 経費回収率 

１） 指標の説明 

・ 使用料収入で汚水処理費（使用料対象経費）の何パーセントを賄えているかを測る。 

・ 人口減少により既整備区域の収入が減少するため、適切な使用料水準となっているこ

とを判断する。 

２） 経営指標の算定式 

経費回収率（％） ＝ 使用料収入 ÷ 汚水処理費 × １００※1 

※1 汚水処理費 分流式下水道等に要する経費を控除した後の値を用いる 

３） モデル都市の経営指標値と全国加重平均値 

 

４） 経営指標値によるランク分け 

  

 

５） 経営指標値が基準の範囲を下回る要因 

・ 設備投資に多額のコストを要し元利償還費が増加することや、地理的要因などにより維

持管理費が増加すること、供用開始後年数が浅く、下水道に接続している人口が少ない

ため流入水量が少なく使用料収入が不足することなどが考えられる。 
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（３） 経営指標 c.水洗化率（接続率） 

１）指標の説明 

・ 下水道を利用できる地区における水洗化されている割合を測る。 

・ 水洗化率（接続率）を上げることは、使用料収入の確保につながるため、水洗化率（接続

率）を上げていく必要がある。 

２） 経営指標の算定式 

水洗化率（接続率）（％）＝水洗便所設置済人口÷処理区域内人口×１００ ※1 

※1 水洗便所設置済人口 公共下水道に接続している人口とし、下水道法によらない事業や浄

化槽による水洗便所設置済人口を除く 

３） モデル都市の経営指標値と全国加重平均値 

 

４） 経営指標値によるランク分け 

 

５） 経営指標値が基準の範囲を下回る要因 

・ 下水道接続することへの住民の理解不足 

・ 低所得世帯において接続費用の負担が難しいこと 

・ 自分たちの世代しか使用しないと考えている高齢者世帯が、水洗化（接続）の必要性を

感じにくいなど、高齢者世帯の未接続 

 

（４） 経営指標 ｄ．管渠の平均年齢 

１） 指標の説明 

・ 管渠の布設初年度から現在までの各年の管理延長から算定する年度別布設管渠延長に、

管渠布設後経過年数を乗じて、総延長合計で除したものを合計して計算。 

・ 各年の管理延長は、『下水管路に起因する道路陥没事故及び管渠延長に関する実態調

査』にて、各事業者が提出する管理延長を使用する。 

２） 経営指標の算定式 

管渠の平均年齢（年）＝Σ（年度別布設管渠延長×管渠布設後経過年数）÷総延長合計 

３） モデル都市の経営指標値と全国加重平均値 

 

４） 経営指標の考え方 

一般的に、下水道施設がある程度若い段階から適切な維持管理をすると、長寿命化をは

かることができる。そのため、維持管理も含めて、どの段階で経費が生じるかという観点か
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ら、管渠の平均年齢は、予防保全型の維持管理を行うタイミングを判断する指標として取り

扱う。 

管渠の耐用年数は50年であるが、「補助金等に係る予算の適正化に関する法律施行令」

第 14条の規定に基づき定められた処分制限期間は20年であることから、布設から約20年

を経過すると、管渠の老朽化対策に要する経費が生じ、事業経営に影響を与える可能性が

あると考えられる。 

   

 

（５） 経営指標 e．有収水量当たりの維持管理費 

１） 指標の説明 

・年間有収水量に対する維持管理費の水準が適正であるかを測る。 

・流域関連公共下水道は終末処理場を有していないことから、単独公共下水道と分けて判

断。 

２） 経営指標の算定式 

有収水量当たりの維持管理費（円／㎥）＝維持管理費（汚水分）÷年間有収水量 

３） モデル都市の経営指標値と全国加重平均値 

 

４） 経営指標の考え方 

当該指標は、主に事業者の地理的条件に影響を受けることを考慮して、有収水量密度ご

とに平均値を分類する。 

 

５） 経営指標値が基準の範囲から乖離する要因 

指標値が基準の範囲から乖離する要因として、次の要因が考えられる。 

A.有収水量当たりの維持管理費が高くなる要因 

a.地理的条件 

b．供用開始後年数の浅い事業 

c．高度処理の実施 

ｄ．管路施設の点検等の計画的な実施 
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B．有収水量当たりの維持管理費が低くなる要因 

ａ．適切な維持管理を行っていない場合   

 

（６） 経営指標 ｆ．施設利用率 

１） 指標の説明 

・事業の進捗率がある程度進んでいるにも関わらず、施設利用率が低い場合、施設効率が

低いものと考えられる。 

・ここでの施設は水処理施設のみを対象としている。 

・終末処理場を有さない流域関連公共下水道には、本指標を適用しない。 

２） 経営指標の算定式 

施設利用率（％）＝晴天時平均処理水量÷晴天時処理能力×１００ 

３） 経営指標値によるランク分け 

下水道事業計画策定時に算定している計画汚水量（計画１日平均汚水量、計画１日最大汚

水量）による計画上の比率と、晴天時平均処理水量と晴天時処理能力による実績上の比率

を比較してランク分けを行う。 

   

４） 経営指標値が基準の範囲を下回る要因 

A.部分的に下水処理の開始等をしている場合においては、処理場は整備済みであるが、

計画全体の排水施設の一部が整備中であり、処理区域内人口が少ないため、流入水量が

少なくなるのが一般的である。 

また、処理場の整備が流入水量に応じて段階的に行われている場合、その増設工事・

供用開始の前後で当該指標の数値が大きく変動する場合がある。このため、速やかな事

業の進捗を図り、流入水量を確保し、経営の安定化を図る必要がある。 

B.水洗化率が計画どおりに上がらない場合、水洗化率の向上施策を講じていく必要が

ある。 
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３． （参考）「下水道使用料算定の基本的考え方」の見直し 

3.1「下水道使用料算定の基本的考え方」の見直し項目 

「下水道使用料の算定の基本的な考え方」２）（日本下水道協会）について、平成27年2月の社会

資本整備審議会の「新しい時代の下水道政策のあり方について」の答申の中で今後の下水道事業

の持続的な経営のため所定の見直しを行う旨の指摘があり、これを踏まえ、平成29年3月に、「下

水道使用料算定の基本的考え方 2016年度版」が発刊された。 

主な見直し内容としては、①使用料対象経費への資産維持費の位置付け、②コンセッション方式

における下水道利用料金等の取扱いの明確化、③人口減少社会等を踏まえた留意点の整理、④地

方公営企業会計基準の見直し等への対応であり、その概要は以下のとおりである。 

 

（１） 使用料対象経費への資産維持費の位置付け 

資産維持費とは、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化

等）等により増大することが見込まれる場合、使用者負担の期間的公平や事業の持続的展開

等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大

分に係るもの）として、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定す

るものである。 

資産維持費を使用料対象経費に算入する場合には、普段の経営効率化努力や経営状態等を

使用者に説明することを通じ、理解の醸成を図ることが重要である。 

 

（２） コンセッション方式における下水道利用料金等の取扱い 

コンセッション方式において公共施設等運営権者が下水道使用者から収受する下水道利用

料金についても、下水道使用料の一部として下水道法第20 条第2 項が適用されることから、

広義の下水道使用料として、「基本的考え方」で示す使用料対象経費の考え方が適用される。

なお、運営権者が行う維持管理に係る費用（運営権者に係る公租公課、配当金等の適正利潤を

含む。）は、委託料に準じるものとして使用料対象経費となる。 

 

（３） 人口減少社会等への対応 

下水道使用料の算定作業に当たり、特に、排水需要の予測、基本水量制を含む二部使用料制

の設定（基本使用料の対象経費の範囲の設定等）、累進度の設定等の各場面においては、近年

の節水傾向を踏まえた地域の排水需要の実態や将来的な人口減少の見込み等を適切に考慮

することが必要である。 

 

（４） 地方公営企業会計基準の見直し等への対応 

地方公営企業法の適用事業においては、国庫補助金等により取得し又は改良した資産の償

却見合い分が順次収益化されるが、原則として、国庫補助金等（汚水に係るものに限る。）に係

る長期前受金戻入相当額については、使用料対象経費の算定に当たり減価償却費から控除す
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るものとする。 

 

なお、本編では、使用料算定の作業フローに沿って各作業の具体的内容が解説されている

ほか、参考資料編として、使用料算定例、下水道使用料の見直しに当たって活用できるベンチ

マーク（経営指標）の分析・比較方法、近年の使用料改定に係る事例集等も掲載されている。 

 

図 3-1 「下水道使用料算定の基本的考え方」の見直し概要 

 

  

 主な見直し事項
①資産維持費の導入

下水道使用料の対象経費に、「資産維持費」（将来の更新費が新設当時より増大する場合に対応するために必
要な費用）を位置付け。

②コンセッション対応
コンセッション方式における公共施設等運営権者が収受する下水道利用料金については、下水道使用料の一部

として下水道法第20条第２項の規定が適用され、「基本的考え方」の使用料対象経費の考え方が適用されるもの
と整理。運営権者に係る公租公課、適正利潤も対象経費と整理。

③人口減少社会等への対応
人口減少や節水意識の向上等により使用水量が減少すること等を踏まえ、使用料対象経費の算定（排水需要の

予測等）及び使用料体系の設定（基本水量制の検討等）における留意事項等を整理。
④公営企業会計基準の見直し等への対応

新たに導入された長期前受金戻入の取扱いを注記するなど、使用料対象経費の算定方法について、最新の公営
企業会計制度を踏まえ整理。

 「参考資料編」の充実
① 使用料改定団体のノウハウの共有のため、使
用料改定事例集、アンケート調査結果を収録。

② 使用料見直しの必要性・妥当性を効果的に説
明できるように、下水道使用料に関係する経
営指標（ベンチマーク）の活用方法を提示。
併せて、一連の分析・比較のためのソフトを
提供。

使用料関係ベンチマークの活用方法例（イメージ）

資本費原価の関連指標

A市
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【論点②】広域化・共同化について 

汚水処理施設の事業運営については、施設等の老朽化に伴う大量更新期の到来や、人口減少に伴

う使用料収入の減少、職員数の減少による執行体制の脆弱化等によりその経営環境は厳しさを増し

ており、効率的な事業運営が一層求められている。 

特に、中小規模の地方自治体では、職員数が減少する中、少数の下水道担当職員のみで、単独で適

切な事業運営を実施するには限界があるため、スケールメリットの観点からも周辺市町村等との広域

的な連携により複数の事業主体で最低限の事業運営体制を確保する必要がある。 

国土交通省は、下水道事業を持続可能なものとするため、「経済財政運営と改革の基本方針 2017」

も踏まえ、2022 年度までの下水道事業の広域化を推進するための目標として、「汚水処理施設の統

廃合に取り組む地区数」と「全ての都道府県における広域化・共同化計画の策定」の２つを設定し、現

在、関係３省（総務省、農林水産省、環境省）と連携し、各都道府県に対して、平成 30 年度中の広域化・

共同化計画策定に向けた早期の検討体制構築を要請している。 

また、国土交通省は、維持管理の共同化等、ソフトの取り組みも含めて広域化の取組を支援するた

め、平成 30 年度予算より、広域化に関する計画策定から取組までを総合的に支援する「下水道広域

化推進総合事業」を創設している。 

 

１． 広域化・共同化の事例１） 

広域化・共同化については、特定下水道施設共同整備事業（スクラム）や、広域化・共同化の地方

財政措置等により、その促進を図ってきており、維持管理の共同化等、ソフトの取り組みも含めて

多くの事例がある。 

広域化・共同化も方法、種類がいろいろあり、地方公共団体同士が手を組む例、１つの自治体の

中で、下水道だけではなくて、水道、農集もまとめて民間に包括委託しているという例もある。多

くの事例を参考にしながら、地域の実情に適した広域化・共同化の方策を検討することが望まし

い。 



- 18 - 

 

表１-1 広域化・共同化の事例 

以下に、宮崎県における取組みを紹介する。 

 

１．１ 宮崎県都城市の取り組み 

宮崎県の都城市（旧山之口町、旧高城町、旧山田町、旧高崎町）、三股町では、都城市高城町処

理場を中核処理場と位置付け、ここに人員を集中配置し、移動脱水車による共同汚泥脱水、集中

監視制御、共同水質試験を行っている。 

 

 

 

 図１-1 宮崎県における事例 

1-7 下水道協会調べ 
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２． 協議会制度１） 

平成 27 年 5 月、下水道法（第 31 条の 4）が 

改正され、複数の下水道管理者による広域的な 

連携に向けた「協議の場」としての協議会制度 

が創設されている。 

下水道技術職員の減少等により、地方公共団 

体における下水道事業の執行体制の脆弱化が懸 

念されている。このような地方公共団体におい 

ては、下水道管理者同士が広域的に連携し、複 

数の市町村等が汚泥処理の共同化や維持管理業 

務の一括発注などを行うことも有効である。 

こうした広域的な連携を図るためには、関係 

する下水道管理者に加え、下水道の管理に関す 

る知見を有する都道府県や国、下水道の管理に 

具体的な措置を講ずることが可能な日本下水道 

事業団や下水道公社等の多様な主体が協議する場を設け、具体の連携のあり方や役割分担に 

ついて方向性を決定していくことが望まれる。 

このため、二以上の下水道管理者は、それぞれが管理する下水道相互間の広域的な連携によ

り下水道の管理の効率化に関し必要な協議を行うための協議会を組織することができることとし、

協議会の構成員は、協議の結果を尊重しなければならないこととした。 

現在でも、地方自治法に基づく一部事務委託や協議会等の制度が設けられているが、地方自治

法に基づく一部事務組合や協議会は、地方公共団体が下水道管理など事務の一部を共同して実

施するための「事業主体」として設けられるものであり、設立に当たり、総務大臣又は都道府県知

事の許可等の手続きや規約を制定するための議会の議決等を必要とする。これに対し、下水道法

の協議会制度は、複数の下水道管理者による広域的な連携、役割分担についての方向性や具体

的な方策を「協議する場」として設けるものであり、総務大臣等の許可、議会の議決等が不要であ

る。協議会制度は、広域的な維持管理に向けた検討や、計画策定の作業を共同で実施するなど、

柔軟に活用することができる。また、技術的な知見が必要となる場合には、例えば日本下水道事

業団２）などの専門的機関の参画が考えられる。 

  

図２-１ 協議会制度のイメージ 
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図２-２ 協議会制度の活用のイメージ 

【改正下水道法（平成 27年 5 月 20 日公布、抄）】 

（協議会） 
 第三十一条の四 二以上の公共下水道管理者、流域下水道管理者又は都市下水路管理者は、それ

ぞれが管理する下水道相互間の広域的な連携による下水道の管理の効率化に関し必要な協議
を行うための協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、必要があると認めるときは、次に掲げる者をその構成員として加えることができる。 
一 関係地方公共団体 
二 下水道の管理の効率化に資する措置を講ずることができる者 
三 学識経験を有する者その他の協議会が必要と認める者 

３ 協議会において協議が調つた事項については、協議会の構成員は、その協議の結果を尊重しな
ければならない。 

４ 前三項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 
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表 2-1 協議会制度（下水道法第 31 条の 4）に係る取組実績・見込み（H30.1 末時点） 

設立予定日 協議会名 構成員 目的・概要 

H28.8.5 南河内 4 市町村下水道

事務広域化協議会 

富田林市、太子町、河南町

及び千早赤阪村 

事務の集約等を検討 

H28.11.25 埼玉県、市町村、（公財）

埼玉県下水道公社によ

る下水道事業推進協議

会 

埼玉県、（公財）埼玉県下

水道公社、56 市町村・3 一

部事務組合 

経営管理、災害対応、汚泥共同

処理等を検討 

H29.3.17 ながさき下水道連携協

議会 

長崎県、16 市町 汚泥の共同処理等の検討 

H29.8.29 兵庫県生活排水効率化

推進会議 

兵庫県、県内全 41 市町 処理区の統廃合、維持管理の

共同化 

 

秋田県においては、県と県下全２５市町村により「秋田県生活排水処理事業連絡協議会」を設置

し広域化・共同化を進めている。詳細については、事例編 事例紹介（広域化）を参照されたい。 

 

３． 災害時維持修繕協定１） 

災害維持修繕協定制度は、災害の発生時において下水道管理者以外の者が行う下水道の特定

の維持又は修繕工事を事前に決めておく必要がある場合、下水道管理者は維持又は修繕工事を

的確に行う民間事業者等との間で、「災害時維持修繕協定」を締結することができるとするもの

で、当該協定を締結した場合には、当該民間事業者等は、下水道法第 16 条に基づく下水道管理者

の個別の承認を要せず、維持又は修繕工事ができる。 

災害時においては、下水道管理者は、情報集約、住民への広報、復旧方針の策定に忙殺される

ことも考えられるため、事前の協定に基づき、民間事業者等に被災状況の点検や被災状況に応じ

た応急措置等を自主的に実施してもらおうというもので、災害時において適切な維持修繕を図る

ことを支援する制度であり、特に体制が脆弱な地方公共団体にとって大きな意味をもつ制度であ

る。 
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「災害時維持修繕協定」は施設の維持・修繕を的確に行う能力を有すると認められる者と締結

するが、締結する相手として民間事業者や日本下水道事業団等が想定される。協定では、主に①

協定の対象となる施設、②要する費用の負担方法、③実施する維持・修繕に関する内容、④協定の

有効期間を定めることとしている。すでに「災害時維持修繕協定」の第 1 号として、宮崎県川南町

と日本下水道事業団の間で協定が締結されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 災害時維持修繕協定締結時の災害復旧のイメージ 

【改正下水道法（平成 27年 5 月 20 日公布、抄）】 

（災害時維持修繕協定の締結） 
第十五条の二 公共下水道管理者は、公衆衛生上重大な危害が生じ、又は公共用水域の水質に重大な影

響が及ぶことを防止するため災害の発生時において公共下水道管理者以外の者が公共下水道の施設
の特定の維持又は修繕に関する工事を行うことができることをあらかじめ定めておく必要があると認
めるときは、その管理する公共下水道について、公共下水道の施設の維持又は修繕に関する工事を適
確に行う能力を有すると認められる者（第二号において「災害時維持修繕実施者」という。）との間にお
いて、次に掲げる事項を定めた協定（以下「災害時維持修繕協定」という。）を締結することができる。 
一 災害時維持修繕協定の目的となる公共下水道の施設（以下「協定下水道施設」という。） 
二 災害時維持修繕実施者が公共下水道の施設の損傷の程度その他の公共下水道の状況に応じて行

う協定下水道施設の維持又は修繕に関する工事の内容 
三 前号の協定下水道施設の維持又は修繕に関する工事に要する費用の負担の方法 
四 災害時維持修繕協定の有効期間 
五 災害時維持修繕協定に違反した場合の措置 
六 その他必要な事項 
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【論点③】 PPP/PFIについて 

１． 政府におけるPPP/PFIに関する動向  

下水道事業に限らず、他の公共事業においても、政府全体として PPP/PFI の導入推進されてい

る。 

平成 25年度から平成34年度までの 10年間で 12兆円規模のPPP/PFI 活用のためのアクション

プランを実行に移すことなどが閣議決定され、平成 26 年度には、コンセッション方式について、平

成26年度から平成28年度の３年間で、空港６件、水道６件、下水道６件、道路１件の数値目標が設定

された。 

平成27年度、経済財政諮問会議において、国や例えば人口20万人以上の地方公共団体等にお

いて、一定規模以上で民間の資金・ノウハウの活用が効率的・効果的な事業については、多様な

PPP／PFI 手法導入を優先的に検討するよう促す仕組みを構築することが閣議決定された。また、

平成 27 年 12 月、「多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検討するための指針」が民間資金等活用

事業推進会議で決定された。 

平成 28 年度、経済財政諮問会議において、地域の実情に応じて、事業の広域化を行うとともに、

コンセッション事業を推進するほか、多様なＰＰＰ／ＰＦＩの活用を検討することが閣議決定された。

また、「PPP／PFI 推進アクションプラン」において、平成28年度末までに、全ての人口20万人以上

の地方公共団体等において優先的検討規程を策定するよう要請している。 

平成 29 年度、経済財政諮問会議において、上下水道等の経営の持続可能性を確保するため、

2022 年度（平成 34 年度）までの広域化を推進するための目標を掲げるとともに、「未来投資戦

略2017」及び「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（平成 29 年改定版）」に基づき、コンセッション事業

等をはじめ、多様なＰＰＰ／ＰＦＩの活用を重点的に推進する。また、ＰＰＰ／ＰＦＩを活用した文教施設

等の集約化・複合化に向けて、優良事例の横展開等を推進するとされている。 

 

２． 下水道事業におけるPPP/PFIの活用について 

行財政改革により職員数の減少が進み、かつ今まで下水道事業を支えてきた熟練者の退職期

を迎えるとともに、執行体制の脆弱化などにより、サービス水準の低下が懸念されている。また、

老朽化による改築需要の増大や、「少数、大規模の工事」から「多数、小規模の工事」の増加等、環

境が変化しており、設計、施工が複雑化し、維持管理と工事のトータルマネジメントの必要性が高ま

ってきている中で、事業を実施するためのコストが増加することによる経営の悪化が懸念される。 

さらに、平成 27年の下水道法改正により下水道管理者の責務として、下水汚泥を燃料・肥料とし

て再生利用するよう努めることが明確化された一方、資源・エネルギー利用に精通した職員がい

ない、燃料・肥料の長期安定的な流通先を確保するノウハウがないなどの課題も浮き彫りになっ

てきている。 

PPP/PFI の導入により、個別工事や維持管理を包括的に民間事業者に委ねることで、地方公共

団体はモニタリングやトータルマネジメント等、本来注力すべき業務に専念することができる。ま
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た、発注ロットの増大によるスケールメリットや、民間事業者の技術力と経営ノウハウの導入により、

コストの縮減が図られる。 

また、民間事業者の技術力、流通ノウハウによる長期安定的な事業の実施、民間事業者に資金

調達リスクや事業リスクを移転できる、地元企業を含む民間事業者の事業機会の創出等の利点が

ある。 

  

３． 下水道事業におけるPPP/PFIの類型 

PPP とは、Public-Private-Partnership の略であり、公共サービスの提供に民間事業者が参画す

る手法を幅広く捉えた概念で、民間事業者の資本や事業ノウハウを活用し、公共事業の効率化や

サービスの向上を目指すものである。下水道事業においては、具体的には、図3-1のうち左端の直

営を除く、個別仕様発注・包括的民間委託・DBO・PFI（従来型）・PFI（公共施設等運営事業、いわゆる

コンセッション方式）・民間収益施設併設／公的不動産有効活用が含まれる。 

 

 

 

 

 

下水道事業では、水処理施設の維持管理において、平成 29 年度時点では、包括的民間委託が

約 410 件導入されており、管路の維持管理においても、包括的民間委託の導入事例が増加中であ

る。また、下水汚泥の有効利用施設の整備において、PFI・DBO が積極的に導入されている。 

 

 

４． 包括的民間委託1)2) 

包括的民間委託とは、複数業務のパッケージ化及

び複数年契約により、民間事業者の創意工夫を活か

して下水処理サービスの質を確保しつつ、効率的な

維持管理を行う手法である。処理場の包括的民間委

託では一般的にであり、これは民間事業者が施設を

図 3-1 様々な運営方式 

図 3-2 下水道事業における PPP/PFI の実施状況 

図 4-1 包括的民間委託の概要 
下水道施設の運営における PPP/PFI の活用に関す
る検討会（国土交通省）資料抜粋 
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適切に運転し、一定の性能を発揮する限り、施設の運転方法等は民間事業者の裁量に任せるとい

う考え方である。委託期間は、現在、3 年から 5 年が多く採用されている。 

 

４．１ 処理場における包括的民間委託1）2）3）4）  

処理場の維持管理において、包括的民間委託の導入を促進するため、平成15年12月に「包括

的民間委託導入マニュアル（案）」、平成20年6月に「包括的民間委託等実施運営マニュアル

（案）」が発行されており、平成29年4月現在、全国で410箇所を超える処理場（全体の約17％）に

おいて導入されている。 

 

 

包括的民間委託の導入により、地方公共団体の発注事務の負担緩和に伴う下水道事務全般

及び行政サービスの質的向上や薬品・電力等調達における効率化及び大口購入によるコストの

縮減、修繕の必要性見極めと保守点検との一体的な実施等、民間事業者の創意工夫による業

務効率化、複数業務の包括的受注による業務効率化、諸経費率の削減（スケールメリットの発現）、

複数年契約による、受注者側の経験蓄積、常時配置人員や資機材の効率的配置、車両等機材の

長期レンタル等の民間ノウハウによるコスト縮減が期待される。 

 包括的民間委託は、委託範囲に応じて以下の通りレベル１から３まで3段階に区分されてい

る。7）8） 

 

レベル１：運転管理（水質管理）の性能発注 

レベル２：レベル１に加え、ユーティリティ（電気、ガス、水道、薬品類等）の調達及び管理を 

図 4-2 包括発注のレベルと性能発注の導入によるコスト縮減のイメージ 
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含めた委託、また、これに加えて１件あたりの金額が一定額以下の修繕等を含める場合もある。 

レベル３：レベル 2 に加え、資本的支出に該当しない下水道施設の修繕を含めた委託 

  

4.2下水道管路施設における包括的民間委託5）6） 

（１） 導入状況 

管路の包括的民間委託については平成29年4月現在、全国で17の地方公共団体において導

入されている。導入促進に向けて、平成26年3月に「下水道管路施設の管理業務における包括

的民間委託導入ガイドライン」、平成29年3月に「下水道管路施設の管理業務における包括的民

間委託導入事例集」が発行されている。 

管路の包括的民間委託は、処理場の包括的民間委託にならい、複数業務をパッケージ化し

た複数年契約を基本とする一方、発注方式については、性能発注ではなく仕様発注が一般的

である。標準的な委託内容を表4-1に示す。 

管路の包括的民間委託の導入により、①地方公共団体の発注事務の負担緩和に伴う下水道

事務全般及び行政サービスの質的向上、②民間事業者の迅速な苦情対応による顧客満足度の

向上、③修繕の必要性の見極めと保守点検との一体的な実施等による予防保全型維持管理へ

の移行、④複数業務のパッケージ化による諸経費率の削減（スケールメリットの発現）、⑤民間

事業者における安定的雇用の創出による地域活性化等が期待される。 

管路の包括的民間委託における性能発注化については、①管路の敷設範囲が公道下かつ広

範囲であり、施設健全度の常時把握が困難、②処理場における放流水の水質基準の設定のよ

うに、適切な性能基準の設定が困難、③下水道管理台帳における資産情報及び過去の点検・調

査等の情報が蓄積されていないこと等より、標準化が難しいとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-1 管路の包括的民間委託における標準的なパッケージ対象業務 
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（２） 実施事例（大阪府河内長野市）7） 

大阪府河内長野市では、管路の老朽化に伴う緊急対応業務の増加を見据え、事後対応型か

ら予防保全型への維持管理を行う必要がある一方、職員数の減少や職員の経験・技術力の不

足が見込まれることから、平成28年4月より5年間、管路を対象とした包括的民間委託を実施し

ている。 

〈委託業務の内容〉 

・維持管理計画の策定 

将来の管路施設の劣化状況を予測し、管路施設の将来投資計画（コストとリスクのバラ

ンスから見た将来の改築事業量等の把握）を策定するとともに、リスク評価の観点（管路施

設の重要度・劣化状況等）から管路施設点検・調査計画を策定し、管路施設を中長期的な

視点で計画的・効率的に管理するための計画を策定する。 

・長寿命化計画の策定 

短期点検・調査計画の実施結果及びライフサイクルコストの検討を受けて短期的な改

築・修繕計画を策定する。 

・計画的な維持管理 

パトロールや巡視・点検を行うとともに、管内潜行目視調査、

テレビカメラ調査、管口テレビカメラ調査、取り付け管調査な

どの調査、清掃、修繕工事、改築工事等を行う。 

・住民対応・緊急対応 

窓口電話を 24 時間受付可能な体制をとり、住民対応・緊急

対応のほか、他工事等立会い業務、災害対応業務等日常維持

管理業務を行う。 

これにより、TV カメラ調査で確認した木根により流れを阻

害している箇所について、清掃（木根除去）を実施し溢水を未

然に防止（図 4-3 上）TV カメラ調査で確認した管の破損して

いる箇所について、応急復旧工事を実施し、陥没を未然に防

止（図 4-3 下）するなど施設不具合発生の情報提供から処理 

対応完了までの時間短縮等の導入効果が得られている。 

 

５． PFI/DBO 

PFI （Private-Finance-Initiative）とは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間事業者の資

金・経営能力・技術的能力を活用することで、効率化やサービスの向上等を図る公共事業の手法

である。民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117

号、以下「PFI 法」）に基づいて事業が実施されることとなる。 

PFI（従来型） とは、民間事業者が資金調達・設計・建設・維持管理・運営を一体的に実施する手法

である。民間事業者は、整備費用のうち資金調達した部分について、事業期間内に公共から支払

図 4-3 管路の包括的 

民間委託の導入効果事例 
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われるサービス対価で回収する。事業の期間については、完工後、維持管理を10年から20年程度

と長期間に亘って実施することが一般的である。 

なお、PFI（従来型）は、施設の所有権の移転有無・時期等の観点から、BTO、BOT、BOO 等に分類さ

れる。BTO（Build-Transfer-Operate）は完工後すぐに所有権を民間事業者から公共へ移す方式、

BOT（Build-Operate-Transfer）は民間事業者が設計・建設・維持管理を実施し、PFI 事業終了後に

所有権を民間事業者から公共へ移す方式、BOO（Build-Own-Operate）は民間事業者が設計・建設・

維持管理を実施し、所有権を民間事業者から公共へ移さない方式である。 

PFI（公共施設等運営事業）とは、公共施設等の管理者等から運営権を設定された民間事業者

（「運営権者」という）が利用者から収受する利用料金をもって公共施設等を運営する手法である。 

PFI（従来型）との主要な差異は、民間事業者の資金回収であり、 PFI（従来型）では、民間事業者が

公共からサービス対価の支払を受けるのに対し、PFI（公共施設等運営事業）では、運営権者が利用

者から利用料金を収受する。 下水道事業においては、運営権者は原則として利用者から収受する

下水道利用料金（PFI 法第 23 条により運営権者が下水道利用者から収受する下水道施設の利用

料金）により事業を運営する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DBO（Design-Build-Operate）方式とは、公共が

資金を調達し、民間事業者が設計・建設・維持管

理・運営を一体的に実施する手法である。事業の

期間については、完工後、維持管理を 10 年から

20 年程度と長期間に亘って実施することが一

般的である。 

 

 

PFI（従来型） PFI（公共施設等運営事業）

スキーム図

業務内容 性能発注による建設（改築含む）＋維持管理

性能発注による維持管理＋改築
⃝ PFI法において「公共施設等について、運営等

（運営、維持管理並びに企画）を行う」とされてい
ることから、包括的民間委託での業務に加え、
「維持管理マネジメント」や「施設保全計画・管
理」等も実施可能。

⃝ 内閣府ガイドラインにより「建設」及び「施設の
全面除却を伴う再整備」を除く業務を行うことが
できる。）

委託期間 設計・建設期間＋20 しな限上的般一が度程年

資金
建設：交付金（国費）＋民間資金

維持管理：下水道管理者から受託者に支払い
利用者から事業者が直接収受

主な業務
範囲

運転監視

維持管理、
修繕

薬品等調
達・管理

運営権実施契約（性能発注）

使用者
公費負担すべき
対価支払 使用料

公共施設等運営権

全面除却を
伴わない改築
/大規模修繕

建設、
全面除却
改築

維持管理マ
ネジメント

施設保全
計画・管理

運転監視

維持管理、
修繕

薬品等調
達・管理

建設/改築/

大規模修
繕

PFI事業契約

使用者
サービス対価支払使用料

下水道施設の運営における PPP/PFI の活用に関する検討会 
（国土交通省）資料抜粋 
 

図 5-１ PFI の概要

  

 

下水道施設の運営における PPP/PFI の活用に関する検討会 

（国土交通省）資料抜粋 

下水道施設の運営における PPP/PFI の活用に関する検討会（国土交通省）資料抜粋 

図 5-2 DBO の概要

  

 

下水道施設の運営における PPP/PFI の活用に関する検討会 

（国土交通省）資料抜粋 
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5.1 PFI/DBOの実施事例 

下水汚泥の有効利用施設等の整備において、PFI・DBOを導入する事例も増加している。現在、

PFIについて１1件、DBOについて21件の実施事例がある。当初、大規模な都市での導入がほとん

どであったが、近年、中小都市での採用も出始めている。 

導入検討では、先進事例を参考とすることが有効である。 

 

 

 

 

 

 

ここでは、国内におけるPPP/PFIの事例として、大阪市平野下水処理場（PFI（従来型））、東京

都芝浦水再生センター（民間収益施設併設）、神戸市垂水処理場（再生可能エネルギーの固定価

格買取制度の活用）、愛知県豊川浄化センター（消化槽の活用によるエネルギー利用）を紹介す

る。 

 

 

表 5-1 PFI の導入事例（11 件）

  

 

下水道施設の運営における PPP/PFI の活用に関する検討会 

（国土交通省）資料抜粋 

表 5-2 DBO の導入事例（21 件）

  

 

下水道施設の運営における PPP/PFI の活用に関する検討会 

（国土交通省）資料抜粋 

※表内の年月は供用開始時期 
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（１） PFI（従来型）（大阪市平野下水処理場） 

大阪市の平野下水処理場では、下水汚泥を処理するための汚泥焼却炉が更新時期を迎え

ていた。そこで、本事業では、更新に際して、資源の有効利用の観点から下水処理の最終過程

で発生する最終生成物の有効利用を目指し、下水汚泥を炭化燃料化する設備を整備すること

とした。本事業の効果として、下水汚泥の全量有効利用、PFI（従来型）の採用による効率的・安

定的な事業運営、環境負荷の軽減等が期待されている。 
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（２） 民間収益施設併設（東京都芝浦水再生センター） 

本事業は、東京都の芝浦水再生センターにおける雨水貯留池の建設に伴い、その上部にビル

を合築するものであり、下水道施設の上部における商業ビルの建設は、日本で初めての事例で

ある。東京都は借地権 

設定対価を得る代わりに、民間事業者にビルの床を賃貸し、長期安定的な収入を見込む。 

ビルは、下水熱・再生水・雨水を活用するなど環境に配慮した構造であり、また、雨水貯留施

設の設置による浸水対策の推進等、周辺地域のまちづくりへの貢献も志向している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約期間 30年間

竣工 平成27年2月予定

事業箇所 東京都港区港南一丁目2番１

事業者
エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社
（代表企業）

事業概要

○上部ビルの敷地面積：約5万㎡
（覆蓋及び雨天時貯留施設の上
部）

→ この敷地の容積約20万㎡（容積
率400％）のうち、約18万㎡を活
用

○借地権設定対価：864億円
→対価を一時金ではなく、オフィス
床と して取得し、貸付けることで、

ビルの運用から得られる収益を
収入。

○敷地の容積を上部ビルに集約す
る工夫により、まちづくりに貢献

→ ・オープンスペースの創出
・東京湾からの風の道の確保

○環境モデル都市の核となる「環境
モデルビル」

→再生水、下水熱の資源を最大限
活用

■スキーム図

東京都 事業者 利用者
借地権

上部ビルの
オフィスフロア取得

賃借料収入

フロアの賃貸

東京都HPより

○借地権設定対価：848 億円 

→ 対価を一時金ではなく、オフィス

床 

として取得し、貸し付けることで、 

ビルの運用から得られる収益を収

入 
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（３） 再生可能エネルギーの固定価格買取制度の活用（神戸市垂水処理場） 

神戸市が垂水処理場の上部空間及び消化ガスを民間事業者に提供し、民間事業者は太陽光

発電施設とバイオガス発電施設を整備・運営する事業である。神戸市は、無償で土地を提供し、

再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づく安定した売電収入の一部を20年間に亘って

受け取ることが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約期間 20年間（固定価格買取期間）

供用開始 平成26年3月

事業箇所 神戸市垂水区

受注者 エナジーバンクジャパン株式会社
（EBJ）

事業概要 ○こうべWエコ発電プロジェクト
（事業の特徴）

メガソーラーとバイオガスの安定し
たダブル発電事業
（役割分担）

神戸市：設置場所の提供、「こうべ
バイオガス」の供給、発電時
の排熱利用等

EBJ：関西電力株式会社との契約、

発電設備設置・運営、発電時
の排熱を神戸市に供給等

（太陽光発電）
・発電規模：約200万kWh（年間）
・使用面積：約2ha

（バイオガス発電）
・発電規模：約250万kWh（年間）
（年間売電収入）
約1億7,000万円（見込み）
※上記の2割程度が市の収入

■写真

■スキーム図

太陽光発電

２,０００ｋＷ
バイオガス発電

３５０ｋＷ

神戸市HPより
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（４） 消化槽の活用によるエネルギー利用（愛知県豊川浄化センター） 

本事業は休止中の消化槽を活用し、エネルギー利用による汚泥処理費の低減と温室効果ガ

ス排出量の削減を目的としている。民間事業者のノウハウや創意工夫をより大きく引き出すた

め、事業範囲は既存の汚泥処理施設の改築更新とバイオガス利活用施設の整備、これらの運

営とし、事業名を「豊川浄化センター汚泥処理施設等整備・運営事業」として事業化した。消化

により発生するバイオガスの利活用は、民間事業者の提案により決定したFITでの発電としてい

る。 

本事業の形態は施設により二つの事業形態をとっている。濃縮、消化、脱水施設等の既存汚

泥処理施設はRO（Rehabilitate Operate）方式による汚泥処理事業として、施設の改築更新や大

規模修繕をPFI事業者が提案するタイミングで行いつつ、施設の運営・維持管理を行うこととし

ている。一方でバイオガス利活用施設はバイオガス発電施設をBTO（Build-Transfer-Operate）

方式によるバイオガス利活用事業として、新規に施設を設計・建設した後、県に施設の所有権を

移転して運営・維持管理を行うこととしている。このようなROとBTOをパッケージにしたPFIの

形態は、下水道事業においては全国に先駆けた取り組みである。 

なお、汚泥処理事業は県が対価を支払うサービス購入型、バイオガス利活用事業はFITによ

る売電収入により整備・運営する独立採算型を基本としており、PFI事業者が収入を得ることの

分類では混合型に分類される。詳細については、〈事例編〉【事例⑬】官民連携のコツを参照さ

れたい。 
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６． 下水道における新たなPPP/PFI事業の促進に向けた検討会 

老朽化施設の増大や執行体制の脆弱化が進む中、下水道の機能・サービスの水準を持続的に確

保していくため、多様な PPP/PFI 手法の導入を促進すべく、モデル都市における検討を通じ、 

PPP/PFI導入に向けた方策やノウハウの横展開を図る検討会が平成27年 10月に立ち上げられた

（事務局：国土交通省下水道企画課）。当初はモデル都市である小松市、山元町を含む計１６市町で

設置したが、平成30年3月時点では、約7０団体が参画して、以下の論点等について、先進事例の

紹介や意見交換を行っている。 

 

（１） PPP/PFI を導入した際のモニタリングや管理者側の技術力の維持 

・施設やエリアの分担を官民で分担 

・官民共同出資の SPC 等の活用 

・公務員派遣制度の活用 

・モニタリング基準の拡充 

・少ない職員での事業運営、技術継承 

（２） 地元企業が参画するスキームの構築 

・地元企業の活用 

・プロポーザルの参加資格や民間企業選定の審査項目の調整 

（３） 競争性・公平性・透明性の確保 

・多様な応募者が参画できるスキームの構築 

・厳格なモニタリングの実施 

・客観性が高い評価指標や有識者による委員会の設置 

（４） PPP/PFI の事業形成ノウハウの確保 

・都道府県のリーダーシップ、協議会制度の活用 

・PPP/PFI 手法導入前後評価指標（VFM など）、コスト縮減や官民のリスク分担 

・広域化や共同化、汚泥利活用の促進（先進的な事例の共有） 

・包括委託（処理場、管路等）及びコンセッション導入 

（５） 長期契約の場合の安定的な交付金等の確保 

・一括設計審査（全体設計） 

・イコールフッティング 

（６） その他 

・コンセッション方式導入の具体的な進め方（実施方針や募集要項） 

・多様な PPP/PFI 手法導入を優先的に検討するための指針 

・関係者間（職員や議会等）の合意形成 

 

 



- 36 - 

 

参考文献 

1） 「性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライン」 国土交通省 平成 13 年 4 月 

2） 下水道維持管理指針 総論編 マネジメント編 —2014 年版— 公益社団法人 日本下水道協

会 

3） 「包括的民間委託導入マニュアル（案）」平成 15 年 12 月 

4） 「包括的民間委託等実施運営マニュアル（案）」平成 20 年 6 月 

5） 「下水道管路施設の維持管理における包括的民間委託の導入に関する報告書」平成 24 年 4 月 

6） 「下水道管路施設の管理業務における包括的民間委託導入ガイドライン」平成 26年 3 月 

7） 河内長野市下水道管路施設包括的管理業務 要求水準書 平成 27年 10月 河内長野市 上

下水道部 

 

 

 

 

 



- 37 - 

 

参考資料  

 

○ 下水道法該当条項 

○ 下水道法施行令該当条項 

○ 下水道法施行規則該当条項 

○ 水防法等の一部を改正する法律の一部施行等について 

○ 下水道法に基づく事業計画の運用について 
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○ 下水道法施行令第５条の２及び第 17 条の９に定める協議等を要し

ない事業計画の軽微な変更の取扱いについて 

○ 下水道法施行規則第４条の４第２項による点検結果の記録等につ

いて 

○ 排水施設の点検結果の道路管理者との共有等について 

○ 道路の陥没対策のための下水道管理者との情報交換について 

 

 

 

 

 

 



- 38 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 39 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 40 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 41 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 42 - 

 

 

 

 

 

 

 



- 43 - 

 

 



- 44 - 

 

 



- 45 - 

 

 



- 46 - 

 

 



- 47 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 48 - 

 

 

 

 

 

 

 



- 49 - 

 

 



- 50 - 

 

 



- 51 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



- 52 - 

 

国水下企第８１号  

平成 27年11月19日 

 

各地方整備局長 

北海道開発局長   経由 

沖縄総合事務局長 

 

都道府県知事  殿 

指定都市の長  殿 

 

 

 

国土交通省 水管理・国土保全局長 

 

 

 

水防法等の一部を改正する法律の一部施行等について 

 

 

 「水防法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第22号。以下「改正法」という。）

は、平成27年５月20 日に公布され、一部の規定を除き平成 27年７月19日に施行されたと

ころである。 

 今般、「水防法等の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令」（平成 27 年政

令第383号）が公布され、改正法の公布から６月以内に施行されることとされていた雨水公

共下水道及び公共下水道の維持又は修繕の基準、事業計画制度の拡充等に係る改正規定が平

成27年11月19日に施行されることとなった。 

 また、「下水道法施行令及び公害防止事業費事業者負担法施行令の一部を改正する政令」

（平成27年政令第 384号。以下「改正令」という。）が平成27年11月13日に公布、「下

水道法施行規則の一部を改正する省令」（平成 27年国土交通省令第78号。以下「改正省令」

という。）が平成27年 11月13日に公布され、いずれも平成 27年11月19日に施行される

こととなった。 

 改正法の施行については、既に通知している「水防法等の一部を改正する法律の一部施行

等について」（平成27年７月21日国水政第24号・国水下企第30号）及び下記の事項に十

分留意した上で適切な運用に努められるとともに、速やかに下記の関係事項を貴管内関係市

町村（政令指定都市を除く。）に周知方取り計らわれ、下水道行政の運営に万全を期される

ようお願いする。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第245条の４第１項に規定する技

術的助言とする。 

 

記 
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１ 雨水公共下水道制度の創設について 

（１）雨水公共下水道の定義等（下水道法（昭和 33年法律第79号）第２条第３号ロ関係） 

公共下水道により雨水排除及び汚水処理を行う区域について、人口減少等の社会情

勢の変化を踏まえた「都道府県構想」の見直しが進められていることを背景に、雨水

排除のみに特化した下水道整備ができるよう、公共下水道の定義を改め、これまでの

公共下水道を第２条第３号イとし、雨水の排除を行い、汚水の排除及び処理を行わな

い公共下水道を同号ロとして新たに規定した（下水道法第４条第３項において雨水公

共下水道と略称）。 

雨水公共下水道は、市街地における雨水のみを排除するために地方公共団体が管理

する下水道で、河川その他の公共の水域若しくは海域に当該雨水を放流するもの又は

流域下水道に接続するものである。 

雨水公共下水道の整備区域は、具体的には、「人口減少等の社会情勢の変化を踏ま

えた都道府県構想の見直しの推進について（平成 19 年９月 14 日 19 農振第 1045 号、

19水港第1801号、国都下事第 226号、環廃対発第 070914001号）」通知以前に、「都

道府県構想」において公共下水道の整備を予定していたが、その後、効率的な整備手

法の見直しの結果、公共下水道による汚水処理を行わないこととした区域について、

浸水被害の防止を図ることを目的としたものである。このような場合を除き、公共下

水道が雨水排除及び汚水処理の機能を同時に担うことは従前のとおりである。 

都市部における浸水対策については、これまでも河川部局と下水道部局が連携して

実施してきたところであり、雨水公共下水道の事業の実施に際しても、今後両部局が

協議の場において計画の整合を図るとともに事業の進捗状況を定期的に確認する等に

より、十分調整・連携して浸水対策を推進されたい。 

 

（２）雨水公共下水道に係る規定の適用関係 

 雨水公共下水道は、下水道法第２章の公共下水道に係る規定のうち、下水道法第２

条第３号イに該当する公共下水道が合流式である場合又は分流式である場合の汚水管

に適用される規定（下水道法第 11条の３、第12条の２から第12条の11、第 18条の

２、第21条第２項、第21条）は適用されない。 

 なお、これらの規定は、「終末処理場を設置している公共下水道又は終末処理場を

設置している流域下水道に接続している公共下水道（下水道法第12条の２第１項）」

に限って適用されると規定されているものか又は文言上雨水公共下水道に適用されな

いことが明らかであるものであるため、雨水公共下水道の適用関係について書き分け

を行う等の特段の措置を講じていない。 

 

（３）雨水公共下水道の事業計画（下水道法第４条、第５条第１項第５号、第６条第３号、

下水道法施行令（昭和 34年政令第 147号）第３条、下水道法施行規則（昭和 42年建

設省令第37号））様式第２関係） 

   雨水公共下水道は下水の処理を行わないことから、雨水公共下水道の事業計画は、予

定処理区域に代えて、予定排水区域を定めることとし、下水道法施行規則に定める事
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業計画の様式第２備考を改めるとともに、予定排水区域が排水施設の配置及び能力に

相応していることを要件とした。 

   また、公共下水道管理者は雨水公共下水道の事業計画の策定又は変更をしようとする

ときは、あらかじめ、その決定又は変更に係る予定排水区域等を公示して、これらに

関して利害関係人に意見を申し出る機会を与えなければならないこととした。 

   なお、雨水公共下水道は終末処理場を有さないことから、事業計画の策定又は変更に

際し、環境大臣への協議又は届出は不要である。 

雨水公共下水道の事業計画策定に当たっては、人口減少等に対応したコンパクトシ

ティ等の長期的なまちづくりとの調整を図りつつ、既存の水路等を活用する等により

地域の実情に応じた最適な整備手法を検討されたい。 

 

（４）指定都市の雨水公共下水道（下水道法施行令第４条の２、第 24条の３第１項第２号

関係） 

 雨水公共下水道は終末処理場を有さないことから指定都市が策定する雨水公共下水

道の事業計画については、下水道法第２条第４号イに該当する流域下水道に接続する

下水道法第２条第３号イに該当する公共下水道の事業計画と同様、都道府県に協議す

ることとした。 

 また、公衆衛生の重大な被害又は公共用水域の水質への重大な影響を防止するため

緊急の必要がある場合に都道府県が指示することとされる下水道に、指定都市が管理

する雨水公共下水道を追加した。 

 

 

２ 持続的な下水道事業の確立のための措置について 

（１）措置の趣旨及び背景 

 社会資本全体の老朽化の進行が見込まれる中で、インフラの維持又は修繕の適確な

実施に係る社会的な要請が高まっていることに加え、一部の排水施設では腐食等に起

因する道路陥没等が発生している状況を踏まえ、予防保全を中心とした持続的な下水

道事業の確立が急務である。このため、今回、維持又は修繕に関する技術上の基準を

創設するともに、施設の構造など施設整備に関する事項を記載することとしてきた事

業計画について、排水施設の点検の方法及び頻度を記載することとする等の措置を講

ずることとした。 

 なお、維持又は修繕等に係る具体的な方策については、別途「下水道事業のストッ

クマネジメント実施に関するガイドライン-2015 年版-（平成 27 年 11 月国土交通省水

管理・国土保全局下水道部・国土交通省国土技術政策総合研究所下水道研究部）」を

策定し、事業計画制度の運用については、別途「下水道法に基づく事業計画の運用に

ついて（平成 24年３月27日国水下事第63 号）」を改定することとしたので参照され

るとともに、持続的な下水道事業の確立に向けては、事業の健全性を確保するための

経営の健全化、執行体制の確保のための取組についても合わせて検討いただきたい。 

 

（２）公共下水道又は流域下水道の維持又は修繕に関する技術上の基準等の創設（下水道法
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第７条の２、下水道法施行規則第４条の４関係） 

 今回の改正では、公共下水道管理者又は流域下水道管理者（以下「公共下水道管理

者等」という。）が、公共下水道又は流域下水道（以下「公共下水道等」という。）

を良好な状態に保つよう維持、修繕すべきことを明確化するとともに、政令において、

多種多様な施設を含む、公共下水道等の維持又は修繕に関し、公共下水道管理者等が

共通して遵守すべき最低限の技術上の基準等を定めることとした。 

 

① 技術上の基準等の内容 

技術上の基準等としては、以下の事項を定めた。 

イ 公共下水道等の構造又は維持若しくは修繕の状況、公共下水道等に流入する下水

の量又は水質、公共下水道等の存する地域の気象の状況その他の状況（以下「公共

下水道等の構造等」という。）を勘案して、適切な時期に、公共下水道等の巡視を

行い、及び清掃、しゆんせつその他の公共下水道等の機能を維持するために必要な

措置を講ずることとした。 

ロ 公共下水道等の点検は、公共下水道等の構造等を勘案して、適切な時期に、目視

その他適切な方法により行うこととした。 

  「点検」の具体的な対応としては、排水施設については、マンホールの内部に職

員等が入り直接目視で確認すること、又は、地上から管口カメラ等によりマンホー

ル内部を映像等により確認することによって、その他の施設についても、職員等が

直接目視で確認すること、又は測定機器を用いて聴覚で確認すること等によって、

損傷、腐食その他の劣化その他の異状を把握すること等を想定している。 

ハ ロの点検は、下水の貯留その他の原因により腐食するおそれが大きいものとして

国土交通省令で定める排水施設にあっては、５年に１回以上の適切な頻度で行うこ

ととした。  

 当該排水施設は、下水道法施行規則第４条の４第１項において、（ⅰ）暗渠であ

る構造の部分を有する排水施設のうち、(ⅱ)下水の流路の勾配が著しく変化する箇

所若しくは下水の流路の高低差が激しい箇所又は伏越室の壁その他多量の硫化水素

の発生により腐食のおそれが大きい箇所及びこれらの箇所の周辺であって、(ⅲ)コ

ンクリートその他腐食しやすい材料でつくられているものを規定した。 

ニ ロの点検その他の方法により公共下水道等の損傷、腐食その他の劣化その他の異

状があることを把握したときは、公共下水道等の効率的な維持及び修繕が図られる

よう、必要な措置を講ずることとした。 

 「必要な措置」としては、具体的には、点検等により公共下水道等の損傷、腐食

その他の劣化その他の異状を把握した際に、診断・評価を行い、その結果に基づい

て対策（維持・修繕又は改築の方法等）を検討し、順次対策を実施すること等を想

定している。 

ホ 災害の発生時において、公共下水道等の構造等を勘案して、速やかに、公共下水

道等の巡視を行い、損傷その他の異状があることを把握したときは、可搬式排水ポ

ンプ又は仮設消毒池の設置その他の公共下水道等の機能を維持するために必要な応

急措置を講ずることとした。 
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  下水道は災害の発生時においても人々が使い続けなければならない施設であり、

その損壊等による溢水や処理能力の低下等は、人々の健康、生命に直接的かつ多大

な影響を及ぼすおそれがあるため、その機能を維持するための迅速かつ適確な応急

措置が求められるものである。 

  「必要な応急措置」としては、可搬式排水ポンプや仮設消毒池の設置などの災害

時における措置のほか、災害時における措置を迅速かつ適確に行えるよう下水道事

業における業務継続計画の策定や所要の資機材等の調達、円滑な調達のための協定

の締結などによる適切な事前準備を行われたい。 

 

② 点検結果等の記録及び保存 

 下水道法施行規則第４条の４第１項の排水施設については、次回点検時における異

状の適確な把握や効率的な維持又は修繕の実施に資するため、点検の年月日、点検を

実施した者の氏名及び点検の結果について、次に点検を行うまでの期間保存すること

とした。 

 なお、その他の公共下水道等についても、同様の観点から点検結果の記録及び保存

に努められたい。 

 

（３）事業計画制度の拡充 

 ① 事業計画への記載事項の追加等（下水道法第５条第１項第１号、第６条第１号及び

第２号、第25条の12第１項第１号、第 25条の13第１号及び第２号、下水道法施

行令第４条第１号及び第５号、第 17 条の６第１号及び第５号、下水道法施行規則

様式第２、第３、第 15関係） 

事業計画の記載事項等について、以下の追加又は変更を行った。 

 イ 排水施設の点検の方法及び頻度の記載 

 公共下水道等の事業計画において、排水施設の点検の方法及び頻度を定めること

とし、下水道法施行規則に定める事業計画の様式を改めるとともに、それらが下水

道法第７条の２第２項の技術上の基準に適合していることを要件とした。これは、

不適切な点検により、排水施設の腐食等が見過ごされれば、これらに起因する道路

陥没等は人命への影響があるため、下水道法第７条の２第２項の技術上の基準の創

設に加え、事業計画策定又は変更時に都道府県知事又は国土交通大臣による確認を

行うことで、適切な点検の実効性を担保しようとするものである。 

 具体的には、公共下水道については、下水道法施行規則様式第２又は様式第３に

おいて、下水の貯留その他の原因により腐食するおそれの大きい排水施設の点検箇

所の数、点検の方法及び頻度を記載するとともに、下水道法施行規則第４条第２号

の主要な管渠の平面図において、具体的な箇所を明らかにするものとする。 

 また、流域下水道については、下水道法施行規則様式第15において、下水の貯留

その他の原因により腐食するおそれの大きい排水施設の点検箇所の数、点検の方法

及び頻度を記載するとともに、下水道法第18条第２号の排水施設の平面図において、

具体的な箇所を明らかにするものとする。 

 ここでいう「点検箇所の数」としては、下水の貯留その他の原因により腐食する
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おそれの大きい排水施設（公共下水道にあっては、主要な管渠（下水道法施行規則

第３条に定める、下水排除面積が20ヘクタール（その構造の大部分が開渠のものに

あっては、10ヘクタール）以上の管渠。以下同じ。）に限る。）の箇所を点検する

ために職員等が入る又は管口カメラ等を挿入するためのマンホールの数を記載する

とともに、下水道法施行規則第４条第２号又は第 18条第２号の平面図には「点検箇

所の数」に計上したマンホールの位置が明らかになるようにされたい。 

ロ 土地利用の状況の考慮 

 公共下水道等の配置及び能力が土地利用の状況を考慮して適切に定められている

ことを要件とした。 

 「土地利用の状況」とは、商業地や住宅地といった土地の用途に加え、地下街、

高齢者・障害者等の要配慮者関連施設、ターミナル駅周辺等の土地の高度利用の状

況等を示すものである。「公共下水道等の配置及び能力が土地利用の状況を考慮し

て適切に定められている」とは、商業地や住宅地といった雨水の流出の程度を考慮

し公共下水道等の整備を行うことに加え、雨水の流出の程度を考慮するだけでは、

地下街浸水による人命被害や交通の機能断絶による重大な経済被害が生じうる場合

等について、土地の高度利用の状況等も考慮し、その防止を図るため適切な範囲で

公共下水道等の整備水準を上げることなどを想定している。 

ハ 協議書類の変更 

 イ及びロを確認するため、事業計画の協議を申し出ようとするときは、土地利用

の状況を記載した書類を添付しなければならないこととするとともに、毎会計年度

の工事費の予定額及びその予定財源を記載した書類には、維持管理に要する費用に

ついても含めることとした。 

 

② 経過措置（改正法附則第３条関係） 

 改正法による改正前の下水道法の規定により定められた事業計画については、改正

法の施行の日（平成27年11月19日）から起算して３年を経過する日（その日までに

事業計画を変更するときは変更の日）までの間は、なお従前の例によることとした。 

   このため、改正法による改正前の下水道法の規定により定められた事業計画について、

平成30年11月18日までに変更の必要があるときは、合わせて改正法に基づき排水施

設の点検の方法及び頻度を定め、変更の手続を行うこととされたい。また、事業計画を

変更する予定がない場合にも、平成 30年11月18 日までの間に、改正法に基づき排水

施設の点検の方法及び頻度を定め、改正法に基づく手続により、事業計画を変更された

い。 
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国 水 下 事 第 ８ ０ 号        

平成２７年１１月１９日 

 

各地方整備局長 

北海道開発局長   経由 

沖縄総合事務局長 

 

都道府県知事  殿 

政令指定市長  殿 

 

国土交通省水管理・国土保全局長  

 

 

下水道法に基づく事業計画の運用について  

 

 

平成 27 年５月 20 日に公布された下水道法（以下「法」という。）の改正に伴

い、法第４条又は第 25 条の 11 に基づく事業計画の運用について下記のとおり

定めるので遺漏のないように取り計らわれたい。都道府県におかれましては、

貴管内市町村（政令指定都市を除く。）に対しても、この旨周知方よろしくお願

いいたします。 

 

記 

 

１．事業計画の策定に当たって留意すべき事項 

（１）水処理施設関係 

① 計画放流水質と処理方法 

水処理施設の構造は、下水道法施行令（以下「令」という。）第５条の５

第１項第２号に基づき同号の表の上欄に掲げる計画放流水質の区分に応じ

てそれぞれ同号の表の下欄に掲げる方法又は当該方法と同程度以上に下水

を処理することができる方法により下水を処理する構造とする必要がある。 

この際、同号の表の下欄に掲げる方法以外の方法については、該当する区

分を次のとおりとする。 

イ 【別添１】の整理に基づく【別表１】に記載する方法については、記

載方法ごとに記載する区分に該当するものとする。 

また、今後別途通知する方法により評価を得た方法については、順次、

【別表１】に追加するものとする。 
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ロ 【別表１】に掲載した方法以外の方法については、【別添２】のとお

りとする。なお、令第５条の５第１項第２号の表に掲げる方法及び【別

表１】に掲げる方法を別の区分の方法として採用する場合も同様の扱い

とする。 

これらを踏まえて、事業計画に計画放流水質に応じて適切な処理方法が定

められている必要がある。 

② その他 

水処理施設の構造は、令第５条の５第１項第１号に基づき、水素イオン濃

度、大腸菌群数、浮遊物質量の各項目についてそれぞれ令第６条第１項第１

号から第３号に掲げる放流水質基準に適合するよう下水を処理する性能を

有する構造とする必要がある。このため、必要な処理施設が選定されている

こと及び放流水の水質が当該基準に適合していることがわかるよう事業計

画に記載することとする。 

 

（２）合流式下水道の改善 

① 構造基準と事業計画 

（ア）令第５条の４第１号に基づき、雨水吐については適切な高さの堰の設

置その他の措置が講ぜられていることが必要であるが、汚濁負荷量の

削減目標は、合流式下水道の改善に係る全体計画における年間総流出

BOD 負荷量が当該合流式下水道を分流式に置き換えた時と同程度以下

になるよう留意されたい。 

（イ）令第５条の４第２号に基づき、雨水吐についてきょう雑物の流出を最

小限度のものとするためにスクリーンの設置等の措置を講じる必要が

あるため、措置内容について事業計画に記載することとする。 

 

２．事業計画段階で確認が必要な事項 

（１）令第５条の４関係 

① 第１号関係 

雨水吐に適切な高さの堰を設置するなどの措置が講ぜられているかどう

かについて確認する。 

なお、当該措置は、合流式下水道から排出される汚濁負荷量を削減するこ

とを目的とするものであるが、汚濁負荷量の削減は堰の構造のほか遮集管渠

や処理場の構造等合流式下水道の構造全体で対策を図るものであるため、合

流式下水道全体から排出される汚濁負荷量の総量及び放流水の総量を持っ

て確認することとする。また、この際、合流式下水道の改善の趣旨を踏まえ、

合流式下水道から排出される全体計画の年間総流出 BOD 負荷量が当該合流

式下水道を分流式下水道に置き換えた場合と同程度以下になっていること
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を確認する。 

② 第２号関係 

雨水吐にスクリーンを設置するなどの措置が講ぜられているかどうかを

確認する。 

 

（２）令第５条の５第１項第１号関係 

① 水素イオン濃度（pH） 

特定事業場等から大量の酸、アルカリ廃水等を受け入れる場合については、

必要に応じてpH5.8～8.6を満足するのに必要な pH調整施設等が事業計画に

位置付けられていることを確認する。 

② 大腸菌群数 

処理水に含まれる大腸菌群数が１cm3中 3,000 個以下を満足するために必

要な能力を有する消毒施設等が事業計画に位置付けられていることを確認

する。 

③ 浮遊物質量 

令第５条の５第１項第２号の表に掲げる方法及び別表１に掲げる方法以

外の処理方法を採用する場合については、以下の考え方により、浮遊物質量

が 40mg/l 以下を満足する構造となっているかを確認する。 

・処理工程全体での除去率から、放流水の水質の技術上の基準を満たすかど

うかを確認する。 

※ＡとＢの２つの処理工程で浮遊物質が除去される場合の処理工程全体で

の除去率 

（処理工程全体での除去率）＝（除去率Ａ）×（除去率Ｂ） 

除去率Ａ（Ｂ）：処理工程Ａ（Ｂ）での除去率 

 

（３）令第５条の５第２項関係 

下水道法施行規則（以下「規則」という。）第４条の２各号の規定及び「下

水道法施行令の一部を改正する政令等の施行について」（平成 16 年３月 29

日付け国都下企第 74 号）に基づき、計画放流水質が科学的な方法を用いて

算出されていることを確認する。 

また、計画放流水質に対応した処理方法が選定されていることを確認する。 

 

３．公共下水道の事業計画について 

（１）環境大臣への意見聴取又は通知のために必要な書類 

法第４条第２項（同条第６項において準用する場合を含む。）及び令第４

条の２に基づき国土交通大臣が事業計画の協議を受けた場合又は法第４条

第４項（同条第６項において準用する場合を含む。）に基づき国土交通大臣
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が事業計画の届出を受けた場合には、令第５条に定める場合を除き、国土交

通大臣は、保健衛生上の観点からする環境大臣の意見を聴き、又は当該届出

の内容を環境大臣に通知することになっているので、公共下水道の管理者は、

事業計画の協議又は届出を行うに当たっては事業計画及び下水道計画一般

図の写しを一部添付すること。 

（２）事業計画の作成 

① 予定処理区域調書 

雨水公共下水道については、規則第４条柱書きの別記様式第２第１表の予

定処理区域調書において、「摘要」の欄に「雨水公共下水道」と記載するこ

ととする。 

② 管渠調書 

規則第４条柱書きの別記様式第２第３表及び別記様式第３第３表の管渠

調書は、次のとおりとする。 

イ 同一の断面形状を有する管渠については、「主要な管渠の内のり寸法」

の欄に、処理区又は処理分区（以下「処理区等」という。）ごとに、

当該処理区等における主要な管渠の最大内のり寸法と最小内のり寸

法を記載し、同表「延長」の欄に、当該処理区等における主要な管渠

の総延長を記載することも可能とする。なお、最大内のり寸法及び最

小内のり寸法は同一の断面形状の管渠において最大の断面積及び最

小の断面積を有するものの寸法とする。 

ロ 「点検箇所の数」の欄は、主要な管渠における令第５条の 12 第１項

第３号に基づく点検を行うためのマンホールの数を記載することと

する。 

③ 下水道計画一般図 

規則第４条第１号の下水道計画一般図は少なくとも次に掲げる事項を記

載した縮尺５万分の１以上の地形図とする。 

イ 市区町村名及びその境界線 

ロ 予定処理区域の境界線並びに処理区、処理分区又は排水区域の境界線

及び名称 

ハ 雨水の流入する区域の境界線 

ニ 主要な管渠のうち骨格となる管渠の位置及び名称、吐口の位置並びに

下水の放流先の名称 

ホ 処理施設（流域関連公共下水道にあっては流域下水道との接続点）及

びポンプ施設の位置及び名称 

ヘ 流域関連公共下水道にあっては、当該流域関連公共下水道が接続する

流域下水道のうち、当該流域関連公共下水道から流入する下水を排除

する排水施設及びポンプ施設並びに処理施設の位置並びに名称 
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ト 市街化区域(市街化区域を定めていない場合にあっては既成市街地及

び市街化が予想される区域とする。)の境界線 

チ 放流水の影響があると推定される水域につき水質環境基準が定めら

れている場合には、当該水質環境基準の類型、類型指定区間の範囲並

びに水質基準点の位置及び名称 

リ 当該水域の利水の状況(利水地点等) 

ヌ 既に設置された公共下水道により下水の排除が可能である区域の境

界線 

ル 方位、縮尺及び凡例 

④ 主要な管渠の平面図 

規則第４条第２号の主要な管渠の平面図は少なくとも次に掲げる事項を

記載した縮尺５千分の１以上の平面図とする。 

イ 市区町村名及びその境界線 

ロ 雨水の流入する区域の境界線 

ハ 予定処理区域の境界線並びに処理区、処理分区又は排水区の境界線及

び名称 

ニ 等高線 

ホ 主要な管渠の位置、形状、内のり寸法、勾配、縦断面図との対照番号

及び区間距離並びに下水の流れの方向 

へ 令第５条の 12 第１項第３号に基づく点検を行うためのマンホールの

位置 

ト 主要な管渠を補完する貯留施設の位置、形状、能力、当該貯留施設へ

の下水の流れの方向及び貯留施設からの下水の流れの方向 

チ 主要な管渠の排水区画割 

リ 吐口の位置及び名称並びに下水の放流先の名称 

ヌ 処理施設及びポンプ施設の敷地境界線及び名称 

ル 予定処理区域内の主な道路、河川、鉄道等の位置及び名称 

ヲ 流域関連公共下水道にあっては、当該流域関連公共下水道が接続する

流域下水道のうち当該流域関連公共下水道から流入する下水を排除

する管渠の位置、形状、内のり寸法及び区間距離、下水の流れの方向 

ワ 既設の管渠の位置及び既設の管渠により下水の排除が可能である区

域の境界線 

カ 方位、縮尺及び凡例 

⑤ 主要な管渠の縦断面図 

規則第４条第２号の主要な管渠の縦断面図は少なくとも次に掲げる事項

を記載した縮尺縦２百分の１以上、横５千分の１以上の縦断面図とする。 

イ 主要な管渠の位置、形状、内のり寸法、勾配、平面図との対照番号、
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区間距離、逓加距離、管渠底高及び土かぶり 

ロ 地盤面の位置及び地盤高 

ハ マンホールの位置 

ニ 流入管渠の位置、形状、内のり寸法、管渠底高及び番号 

ホ 下水の放流先の名称、高水位、低水位及び平水位 

ヘ 河川、地下鉄、地下道等管渠を横断する主要な施設の位置及び名称 

ト 流域関連公共下水道にあっては、当該流域関連公共下水道が接続する

流域下水道のうち、当該流域関連公共下水道から流入する下水を排除

する排水施設及びポンプ施設並びに処理施設の位置、形状並びに名称 

チ 縮尺、凡例及び基準地盤高と東京湾中等潮位の関係 

⑥ 処理施設及びポンプ施設の平面図、水位関係図及び構造図 

（ⅰ）平面図 

規則第４条第３号の処理施設及びポンプ施設の平面図は少なくとも次に

掲げる事項を記載した縮尺２千分の１以上の平面図とする。 

イ 処理施設及びポンプ施設の名称及び敷地の境界線 

ロ 処理施設及びポンプ施設の敷地内の主要な施設の位置、形状、寸法及

び名称 

ハ 既設の処理施設又はポンプ施設の位置 

ニ 方位、縮尺及び凡例 

（ⅱ）水位関係図 

規則第４条第３号の処理施設及びポンプ施設の水位関係図は少なくとも

次に掲げる事項を記載した縮尺縦２百分の１以上、横２千分の１以上の断図

面とする。 

イ 処理施設及びポンプ施設の敷地内の主要な施設の位置、形状、天端、

底高及び名称 

ロ 下水の時間最大水量に対する最高水位 

ハ ポンプ室の床高 

ニ 地盤面の位置及び地盤高 

ホ 下水の放流先の名称、計画高水位（計画高水位がない場合は既往最高

水位）低水位及び平水位 

ヘ 縮尺及び基準地盤面と東京湾中等潮位との関係 

（ⅲ）構造図 

規則第４条第３号の処理施設及びポンプ施設の構造図は少なくとも次の

事項を記載した縮尺５百分の１以上の平面図、断面図、その他の図面とする。 

イ 処理施設及びポンプ施設の敷地内の主要な施設の形状、寸法、配置及

び名称 

ロ 縮尺 
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⑦ 下水の放流先の状況を明らかにする図面 

規則第４条第４号の下水の放流先の状況を明らかにする図面は、下水道計

画一般図により表すこととする。 

⑧ その他の書類及び図面 

規則第４条第５号のその他の書類及び図面には施設の設置及び機能の維

持に関する中長期的な方針を示す次の書類を含むものとする。 

   イ 施設の設置に関する方針（様式１） 

     「施設の設置に関する方針」には、事業計画に基づき今後実施する

予定の事業に関連して、施設の整備水準の現状及び中長期目標、事業

の重点化・効率化の方針、中期目標を達成するための主要な事業を、

主要な施策ごとに記載する。 

主要な施策については、事業計画に基づき今後実施する予定の事業

に関連する施策を記載することとし、「汚水処理」「浸水対策」「高度処

理」「合流式下水道の改善」「汚泥の再生利用」等に分けて記載する。 

整備水準については、現在の水準、概ね 10 年後の目標（中期目標）、

最終的な目標（長期目標）に分けて記載する。 

事業の重点化・効率化の方針としては、事業実施の優先順位の考え

方や人口減少等を踏まえた施設規模の見直し、施設の統廃合、ハード・

ソフトによる総合的な取組等を記載する。 

ロ 施設の機能の維持に関する方針（様式２） 

「施設の機能の維持に関する方針」として、主要な施設の劣化・損

傷を把握するための点検・調査の計画、当該点検・調査の診断結果を

踏まえた修繕・改築の判断基準及び改築事業の概要、施設の長期的な

改築の需要見通しを記載する。 

⑨ 令第４条各号に掲げる事項を記載した書類には、これらの事項のほか、

これらの事項を明らかにし、又はこれらの事項を補足する次に掲げる事項

を記載し、又は添付すること。 

（ⅰ）令第４条第１号の予定処理区域及びその周辺の地域の地形及び土地利

用の状況については、 

イ 予定処理区域及びその決定の理由 

ロ 管渠、処理施設及びポンプ場の位置の決定の理由 

ハ 管渠及びポンプ場の能力の決定の理由（地下街等都市機能が相当程度

集積し、著しい浸水被害が発生するおそれがある区域であって、排除

すべき雨水の量を特別に見込む区域に限る。） 

（ⅱ）令第４条第２号の計画下水量及びその算出の根拠については、 

イ 人口及び人口密度並びにこれらの推定の根拠 

ロ 一人一日当たりの汚水の量及びその推定の根拠 
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ハ 家庭下水、工場排水、地下水等の量及びこれらの推定の根拠 

ニ 降雨量（降雨強度公式を含む。）及びその決定の理由（主要な浸水被

害の状況を含む。） 

ホ 流出係数及びその決定の理由（計画に貯留・浸透施設による下水管渠

への流入抑制を見込んでいる場合はその根拠を含む。） 

ヘ 主要な管渠の流量計算及びポンプ場の容量計算 

（ⅲ）令第４条第３号の公共下水道からの放流水及び処理施設において処理

すべき、又は流域関連公共下水道から流域下水道に流入する下水の予定

水質並びにその推定の根拠については、 

イ 一般家庭下水の予定水質、汚濁負荷量及びその推定の根拠 

ロ 工場排水の取扱い方針及び受け入れ工場排水の予定水質及び汚濁負

荷量並びにその推定の根拠 

ハ 除害施設設置基準及びその決定の理由 

ニ 処理の対象外とする工場及び対象外とする理由 

ホ 計画放流水質及びその算定根拠 

ヘ 処理方法並びに各処理施設における計画汚濁負荷量及びその決定の

理由 

ト 処理施設の容量計算 

チ 合流式下水道の改善に係る全体計画における主要な施設の概要、年間

総流出 BOD 負荷量、当該合流式下水道を分流式に置き換えた場合の年

間総流出 BOD 負荷量並びにその算定根拠 

リ BOD、T－N、T－P に係る処理方法で令第５条の５第１項第２号の表に

掲げる方法及び別表１に掲げる方法以外の処理方法を事業計画に位

置づける場合は、【別添２】で定める評価方法に基づき評価した結果 

（ⅳ）令第４条第４号の下水の放流先の状況については、 

イ 下水の放流先の平水位及び低水位、低水量の現状及び将来の見通し並

びに名称 

ロ 下水の放流先の現状水質及び測定時の流量並びに水質環境基準が定

められている場合には当該水質環境基準の類型 

ハ 下水の放流先近傍における水利用の現況及びその見通し 

ニ 下水処理による水質の向上の見通し 

ただし、イ、ロ、ニについては、流域別下水道整備総合計画が定められ

ている場合には不要である。 

（ⅴ）令第４条第５号の毎会計年度の工事費（維持管理に要する費用を含む。）

の予定額及びその予定財源については、下水道事業に関する財政計画書

とする。(様式３) 
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（３）事業計画の変更 

① 事業計画の変更の書類（事業計画書、添付書類、図面）は、その変更の内

容（変更の理由を含む。）を明らかにするために必要な限度において記載す

ることをもって足り、その変更に関係のない部分については、改めて記載

することを要しない。 

② 事業計画書は、変更後の内容を黒で、変更前の内容を赤で併記すること。 

（４）都道府県知事の行う事業計画の協議 

法第４条第２項（同条第６項において準用する場合を含む。）に基づき都

道府県知事が事業計画の協議を受けた場合において、国土交通省において全

国的な見地から統一的に情報を把握する必要がある事項（例えば合流式下水

道の改善、計画放流水質の策定、事業計画の策定・変更の時期、概要等）に

ついて、定期的に報告いただくようお願いする。 

 

４．流域下水道の事業計画について 

（１）環境大臣への意見聴取又は通知のために必要な書類 

法第 25 条の 11 第２項（同条第７項において準用する場合を含む。）に基

づき国土交通大臣が事業計画の協議を受けた場合又は同条第５項（同条第７

項において準用する場合を含む。）に基づき国土交通大臣が事業計画の届出

を受けた場合には、令第 17 条の８に定める場合を除き、国土交通大臣は、

保健衛生上の観点からする環境大臣の意見を聴き、又は当該届出の内容を環

境大臣に通知することになっているので、流域下水道管理者は、事業計画の

協議又は届出を行うに当たっては、事業計画書及び下水道計画一般図の写し

を一部添付すること。 

（２）事業計画の作成 

① 管渠調書 

規則第 18 条柱書きの別記様式第 15 第３表の管渠調書において、「点検箇

所の数」の欄は、令第５条の 12 第１項第３号に基づく点検を行うためのマ

ンホールの数を記載することとする。 

② 下水道計画一般図 

規則第 18 条第１号の下水道計画の一般図は少なくとも次に掲げる事項を

記載した縮尺５万分の１以上の地形図とし、できる限り一面とすること。 

イ 市区町村名及びその境界線 

ロ 流域関連公共下水道の予定処理区域の境界線及び名称 

ハ 管渠の位置及び名称、吐口の位置並びに下水の放流先の名称 

ニ 処理施設及びポンプ施設の位置及び名称 

ホ 流域関連公共下水道との接続箇所の位置 

ヘ 市街化区域（市街化区域を定めていない場合にあっては既成市街地及
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び市街化が予想される区域とする。以下同じ。）の境界線 

ト 放流水の影響があると推定される水域につき水質環境基準が定めら

れている場合には、当該水質環境基準の類型、類型指定区間の範囲並

びに水質基準点の位置及び名称 

チ 当該水域の利水の状況（利水地点等） 

リ 方位、縮尺及び凡例 

③ 排水施設の平面図 

規則第 18 条第２号の排水施設の平面図は少なくとも次に掲げる事項を記

載した縮尺１万分の１以上の平面図とする。 

イ 市区町村名及びその境界線 

ロ 流域関連公共下水道の予定処理区域の境界線 

ハ 流域関連公共下水道との接続箇所の位置並びに当該流域関連公共下

水道の処理分区の境界線及び名称 

ニ 等高線 

ホ 管渠の位置、形状、内のり寸法、勾配、縦断図面との対照番号及び区

間距離並びに下水の流れの方向 

へ 令第５条の 12 第１項第３号に基づく点検を行うためのマンホールの

位置 

ト 主要な管渠を補完する貯留施設の位置、形状、能力、当該貯留施設へ

の下水の流れの方向及び貯留施設からの下水の流れの方向 

チ 吐口の位置及び名称並びに下水の放流先の名称 

リ 処理施設及びポンプ施設の位置及び名称 

ヌ 流域関連公共下水道の予定処理区域内の主な道路、河川、鉄道等の位

置及び名称 

ル 市街化区域の境界線 

ヲ 放流水の影響があると推定される水域につき水質環境基準が定めら

れている場合には、当該水質環境基準の類型、類型指定区間の範囲並

びに水質基準点の位置及び名称 

ワ 流域下水道の既設の排水施設の位置及び既設の流域関連公共下水道

の排水施設により下水の排除が可能である区域の境界線 

カ 方位、縮尺及び凡例 

④ 排水施設の縦断面図 

規則第 18 条第２号の排水施設の縦断面図は、次に掲げる事項を記載した

縮尺縦２百万分の１以上、横１万分の１以上の縦断面図とする。 

イ 管渠の位置、形状、内のり寸法、勾配、平面図との対照番号、区間距

離、逓加距離、管渠底高及び土かぶり 

ロ 地盤面の位置及び地盤高 
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ハ マンホールの位置 

ニ 流入管渠の位置、形状、内のり寸法、管渠底高及び番号 

ホ 下水の放流先の名称、計画高水位（計画高水位がない場合は既往最高

水位）低水位及び平水位 

ヘ 河川、地下鉄、地下道等管渠を横断する主要な施設の位置及び名称 

ト 縮尺、凡例及び基準地盤面と東京湾中等潮位との関係 

⑤ 処理施設及びポンプ施設の平面図、水位関係図及び構造図 

（ⅰ）平面図 

規則第 18 条第３号の処理施設及びポンプ施設の平面図は、少なくとも

次に掲げる事項を記載した縮尺２千分の１以上の平面図とする。 

イ 処理施設及びポンプ施設の名称及び敷地の境界線 

ロ 処理施設及びポンプ施設の敷地内の主要な施設の位置、形状、寸法及

び名称 

ハ 既設の処理施設又はポンプ施設の位置 

ニ 方位、縮尺及び凡例 

（ⅱ）水位関係図 

規則第 18 条第３号の処理施設及びポンプ施設の水位関係図は少なくと

も次に掲げる事項を記載した縮尺縦２百分の１以上、横２千分の１以上の

断面図とする。 

イ 処理施設及びポンプ施設の敷地内の主要な施設の位置、形状、天端、

底高及び名称 

ロ 下水の時間最大水量に対する最高水位 

ハ ポンプ室の床高 

ニ 地盤面の位置及び地盤高 

ホ 下水の放流先の名称、計画高水位（計画高水位がない場合は既往最高

水位）低水位及び平水位 

ヘ 縮尺、基準地盤面と東京湾中等潮位との関係 

（ⅲ）構造図 

規則第 18 条第３号の処理施設及びポンプ施設の構造図は少なくとも次

の事項を記載した縮尺５百分の１以上の平面図、断面図その他の図面とす

る。 

イ 処理施設及びポンプ施設の敷地内の主要な施設の形状、寸法、配置及

び名称 

ロ 縮尺 

⑥ 下水の放流先の状況を明らかにする図面 

規則第 18 条第４号の下水の放流先の状況を明らかにする図面は、下水道

計画一般図により表すこととする。 
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⑦ その他の書類及び図面 

  規則第 18 条第５号のその他の書類及び図面には施設の設置及び機能の

維持に関する中長期的な方針を示す次の書類を含むものとする。 

   イ 施設の設置に関する方針（様式１） 

     「施設の設置に関する方針」には、事業計画に基づき今後実施する

予定の事業に関連して、施設の整備水準の現状及び中長期目標、事業

の重点化・効率化の方針、中期目標を達成するための主要な事業を、

主要な施策ごとに記載する。 

主要な施策については、事業計画に基づき今後実施する予定の事業

に関連する施策を記載することとし、「汚水処理」「浸水対策」「高度処

理」「合流式下水道の改善」「汚泥の再生利用」等に分けて記載する。 

整備水準については、現在の水準、概ね 10 年後の目標（中期目標）、

最終的な目標（長期目標）に分けて記載する。 

事業の重点化・効率化の方針としては、事業実施の優先順位の考え

方や人口減少等を踏まえた施設規模の見直し、施設の統廃合、ハード・

ソフトによる総合的な取組等を記載する。 

ロ 施設の機能の維持に関する方針（様式２） 

「施設の機能の維持に関する方針」として、主要な施設の劣化・損

傷を把握するための点検・調査の計画、当該点検・調査の診断結果を

踏まえた修繕・改築の判断基準及び改築事業の概要、施設の長期的な

改築の需要見通しを記載する。 

⑧ 令第 17 条の６各号に掲げる事項を記載した書類には、これらの事項のほ

か、これらの事項を明らかにし、又はこれらの事項を補足する次に掲げる

事項を記載し、又は添付すること。 

（ⅰ）令第 17 条の６第１号の流域関連公共下水道の予定処理区域及びその周

辺の地域の地形及び土地利用の状況については、 

イ 流域関連公共下水道の予定処理区域及びその決定の理由 

ロ 管渠、処理施設及びポンプ場の位置の決定の理由 

（ⅱ）令第 17 条の６第２号の計画下水量及び流域関連公共下水道から流域下

水道に流入する下水の量並びにその算出の根拠については、 

イ 人口及び人口密度並びにこれらの推定の根拠 

ロ 一人一日当たりの汚水の量及びその推定の根拠 

ハ 家庭下水、工場排水、地下水等の量及びこれらの推定の根拠 

ニ 管渠及びポンプ場の流量計算及び容量計算 

（ⅲ）令第 17 条の６第３号の流域下水道からの放流水及び処理施設において

処理すべき、下水及び流域関連公共下水道から流域下水道に流入する下

水の予定水質並びにその推定の根拠については、 
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イ 一般家庭下水の予定水質、汚濁負荷量及びその推定の根拠 

ロ 工場排水の取扱方針及び受け入れ工場排水の予定水質及び汚濁負荷

量並びにその推定の根拠 

ハ 流域関連公共下水道に係る除害施設の設置基準及びその決定の理由 

ニ 処理の対象外とする工場及び対象外とする理由 

ホ 計画放流水質及びその算定根拠 

ヘ 処理方法並びに各処理施設における計画汚濁負荷量及びその決定の

理由 

ト 処理施設の容量計算 

チ 合流式下水道の改善に係る全体計画における主要な施設の概要、年間

総流出 BOD 負荷量、当該合流式下水道を分流式に置き換えた場合の年

間総流出 BOD 負荷量並びにその算定根拠 

リ BOD、T－N、T－P に係る処理方法として令第５条の５第１項第２号の

表に掲げる方法及び別表１に掲げる方法以外の処理方法を事業計画

に位置づける場合は、【別添２】で定める評価方法に基づき評価した

結果 

（ⅳ）令第 17 条の６第４号の下水の放流先の状況については、 

イ 下水の放流先の平水位及び低水位、低水量の現状及び将来の見通し並

びに名称 

ロ 下水の放流先の現状水質及び測定時の水質環境基準が定められてい

る場合には当該水質環境基準の類型 

ハ 下水の放流先近傍における水利用の現況及びその見通し 

ニ 下水処理による水質の向上の見通し 

ただし、イ、ロ、ニについては、当該下水道事業に係る流域別下水道整

備総合計画が定められている場合は不要である。 

（ⅴ）令第 17 条の６第５号の毎会計年度の工事費（維持管理に要する費用を

含む。）の予定額及びその予定財源については、流域下水道事業に関する

財政計画書とする。(様式３) 

（ⅵ）令第 17 条の６第６号の関係市町村の意見の概要については当該計画に

関する意見書とする。 

（３）事業計画の変更 

① 事業計画の変更の書類（事業計画書、添付書類、図面）は、その変更の内

容（変更の理由を含む。）を明らかにするために必要な限度において記載す

ることをもって足り、その変更に関係のない部分については、改めて記載

することを要しない。 

② 事業計画書は、変更後の内容を黒で、変更前の内容を赤で併記すること。 
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附 則 

（施行期日） 

１ 本運用は、平成 27 年 11 月 19 日から施行する。 

２ 「下水道法に基づく事業計画の運用について」（平成 24 年 3 月 27 日付け国

水下事第 63 号）は、廃止する。 
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【別添１】処理方法と計画放流水質の区分について 

１．令第５条の５第１項第２号の表の各区分に掲げる方法と同程度に下水を処

理することができる方法は、区分ごとに以下のとおりとする。 

 ①BOD(mg/l)：10 を超え 15 以下 

・オキシデーションディッチ法 

・長時間エアレーション法 

・回分式活性汚泥法 

・酸素活性汚泥法 

・好気性ろ床法 

・接触酸化法 

 ②BOD(mg/l)：10 を超え 15 以下、T-N(mg/l)： 20 以下 

・硝化内生脱窒法 

・ステップ流入式多段硝化脱窒法 

・高度処理オキシデーションディッチ法 

２．上記整理を踏まえ、処理方法と適合する計画放流水質区分の関係は、別表

１のとおりである。 
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【別添２】 

 令第５条の５第１項第２号の表の各区分に掲げる方法及び別表１に掲げる方

法以外の処理方法については、以下の評価方法に基づき区分を決定するものと

する。 

１．既存施設に関する評価方法 

・既存施設を「BOD(mg/l)：10 を超え 15 以下」の区分とする場合は、別表２

「評価１」のとおりとする。なお、既存施設を処理方法の変更を行わず、

増設、改築する場合も同様とするが、既に既存施設が評価を受けている場

合は改めて評価を受ける必要はない。 

・既存施設を「BOD(mg/l)：10 を超え 15 以下」の区分以外の区分とする場合

は、別表２「評価２」のとおりとする。なお、既存施設を処理方法の変更

を行わず、増設、改築する場合も同様とするが、既に既存施設が評価を受

けている場合は改めて評価を受ける必要はない。 

２．新設施設（既存施設を処理方法の変更を行わず増設する場合を除く。以下

同じ。）に関する評価方法 

・新設施設において、既に他処理場で実績のある方法を「BOD(mg/l)：10 を超

え 15 以下」の区分とする場合は、別表２「評価３」のとおりとする。 

・新設処理場において、既に他処理場で実績のある方法を「BOD(mg/l)：10 を

超え 15 以下」の区分以外の区分とする場合は、別表２「評価４」のとおり

とする。 

・新設施設において、実績のない方法を採用する場合は、別表２「評価５」

のとおりとする。 
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（様式１）施設の設置に関する方針 

主要な施

策 

（事業計画に
基づき今後実
施する予定の

事業に関連す
るものを記

載） 

整備水準 

事業の 

重点化・効率化

の方針 

中期目標を 

達成するた

めの主要な

事業 

備考 
指標等 

現在 

(平成○年度末) 

中期目標 

(平成○年度末) 
長期目標 

汚水処理        

浸水対策        

高度処理        

合流式 

下水道の 

改善 

       

汚泥の 

再生利用 

       

その他 
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（様式２）施設の機能の維持に関する方針 

 

ａ）主要な施設に係る主な措置 

ⅰ）劣化・損傷を把握するための点検・調査の計画 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）診断結果を踏まえた修繕・改築の判断基準 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）改築事業の概要（平成○○年度～平成○○年度） 

 

 

 

 

 

 

ｂ）施設の長期的な改築の需要見通し 

 

主要な施設 点検・調査の頻度 

管渠施設  

汚水・雨水ポンプ施設  

水処理施設  

汚泥処理施設  

主要な施設 修繕・改築の判断基準 

管渠施設  

汚水・雨水ポンプ施設  

水処理施設  

汚泥処理施設  

主要な施設 改築事業の概要 

管渠施設  

汚水・雨水ポンプ施設  

水処理施設  

汚泥処理施設  

改築の需要見通し 

（年当たりの概ねの事業規模の試

算） 

試算の対象時期 試算の前提条件 
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（様式３）財政計画書 
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【別表１】 
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【
別

表
２

】
 



- 79 - 

 

事 務 連 絡        

平成２７年１１月１９日 

 

各都道府県下水道担当課長   殿 

各政令指定都市下水道担当部長 殿 

（上記、各地方整備局等経由）  

 

国土交通省水管理・国土保全局下水道部  

下水道事業課 企画専門官 

下水道企画課 下水道管理指導室 課長補佐  

流域管理官付 課長補佐  

 

下水道法に基づく事業計画の運用にあたっての留意事項について 

 

「下水道法に基づく事業計画の運用について（平成 27 年 11 月 19 日付け国水

下事第 80 号）」（以下「運用通知」という。）に関する留意事項を下記のとおり

示しますので事務執行上の参考とされますようお願いします。都道府県におか

れましては、貴管内市町村（政令指定都市を除く。）に対しても、この旨周知方

よろしくお願いいたします。 

 

１．運用通知３．（２）④ヘ及び４．（２）③へ関係 

令第５条の 12 第１項第３号に基づく点検を行うためのマンホールの位置に

ついては、当該マンホールが局所的に密集して存在する場合においては、図

面において当該区域を明示した上で当該区域内に存在する当該マンホールの

数を記載してもよい。 

 

２．運用通知３．（２）⑧及び４．（２）⑦関係 

施設の設置及び機能の維持に関する中長期的な方針を示すこれらの書類に

ついては、事業のより一層の効率化、事業効果の見える化、事業の持続的な

運営等を目的として作成するものであることから、下水道管理者単位で作成

することが望ましい。また、当該内容をマスタープランや経営計画への記載

等を通じて公表することにより、下水道事業への理解促進を図られたい。 

①施設の設置に関する方針（様式１） 

(1)全般 

○事業の実施状況に応じ可能な範囲で記載するとともに、事業計画の変更

等の機会を通じて段階的に内容の充実を図られたい。 
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○下水道に関するマスタープラン、経営計画等を独自に定めている場合は、

適宜これらの内容を反映されたい。 

○施設の設置に関する方針（様式１）の記載にあたっては、以下を踏まえ

て記載されたい。また、記載例を【別添１】に示すので、適宜参考にさ

れたい。 

【汚水処理】 

・「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想の見直しの推進

について（平成 26 年１月 30 日付け 25 農振第 1853 号、25 水港第 2573

号、国水下事第 50 号、環廃対発第 1401301 号）」に基づき、都道府県

構想の見直し及びアクションプランの策定を進めるとともに、汚水処

理 10 年概成に向けた整備方針等を記載されたい。 

・「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル

（平成 26 年１月）」第６章６－１に基づき、 

a)集合処理区域が適切と判断された区域であっても、10 年以内に下

水道整備による概成が見込まれない地域について、地域住民の意

向等を踏まえ、早期整備が可能な手法を導入する等の弾力的な対

応 

b)集落排水施設等との統廃合 

など、他の汚水処理施設との連携方針について記載されたい。 

・「下水道と漁業集落排水施設とを接続する場合の留意事項について（平

成 10 年 12 月８日付け都下公発第 28 号、10-3315）」及び「下水道と

農業集落排水施設とを接続する場合の留意事項について（平成 12 年

12 月１日付け都下公発第 46 号 12-2）」において、「段階的建設計画」

（全体計画）とあるのは、「施設の設置に関する方針」と改めるもの

とする。また、将来的な接続の見通しについて、備考欄に記載された

い。 

【浸水対策】 

・整備水準の目標については、都市機能集積地区等の重点地区を設けて

いる場合は当該地区とその他の地区に分けて記載されたい。また、下

水道による浸水対策を行うべき市街地について、地区ごとの特性を踏

まえた現在・中期・長期での段階的な整備目標及び実施予定のソフト

対策の内容を示した図等を添付されたい（例を【参考】に示すので、

適宜参考にされたい）。 

・事業の重点化・効率化の方針については、ハードとソフトを組み合わ

せた浸水被害の最小化、選択と集中、受け手主体の目標設定（床上浸

水の解消等）、既存ストックの活用、まちづくりとの連携、地下街等

への下水道水位情報の提供等を考慮して記載されたい。 
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・下水道法第 25 条の 2 に基づく「浸水被害対策区域」については、下水

道施設と民間の雨水貯留浸透施設の整備が一体となって浸水被害の

軽減を図る目標を記載するとともに、浸水被害対策区域に指定した地

区等を備考欄に記載されたい。 

【高度処理】 

・整備水準の目標については、高度処理の目標である計画放流水質や高

度処理実施率等を記載されたい。 

・流域別下水道整備総合計画を定めている場合は、事業の重点化・効率

化の方針について、水質環境基準以外の多様な目標（季節別処理水質

を含む。）、中期整備事項（高度処理導入方針、流入水量最大時におけ

る対応）との整合を図りつつ記載されたい。 

【汚泥の再生利用】 

・発生汚泥等が燃料又は肥料として再生利用されるよう努めるとともに、

バイオマス利用がなされない下水汚泥については脱水、焼却等により

その減量化に努めることに留意して記載されたい。 

・流域別下水道整備総合計画の中期整備事項に資源・エネルギーの利活

用に関する方針を定めている場合は、これとの整合を図りつつ記載さ

れたい。 

【その他】 

・流域別下水道整備総合計画の中期整備事項に処理水の利活用に関する

方針を定めている場合は、これとの整合を図りつつ処理水の利活用に

関する目標等を記載されたい。 

    (2)中期目標 

○施策毎に異なる目標年次を記載してもよい。 

②施設の機能の維持に関する方針（様式２） 

(1)全般 

○事業の実施状況に応じ可能な範囲で記載するとともに、事業計画の変更

等の機会を通じて段階的に内容の充実を図られたい。 

○点検・調査、改築等に関する計画、方針等を独自に定めている場合は、

適宜これらの内容を反映されたい。 

○記載例を【別添２】に示すので、適宜参考にされたい。 

(2)主要な施設 

○運用通知３．（２）⑧ロ及び４．（２）⑦ロにおける主要な施設について

は、少なくとも次の施設を含むものとする。 

・管渠施設については管渠（下水道法施行規則第３条第１項に定める主

要な管渠以外の管渠も含む。） 

・汚水・雨水ポンプ施設についてはポンプ本体 
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・水処理施設については送風機本体又は機械式エアレーション装置 

・汚泥処理施設については汚泥脱水機 

 

(3)劣化・損傷を把握するための点検・調査の計画 

○当該点検・調査に基づいた診断の結果を修繕・改築等の実施方針の検討

に活用することを前提とした点検・調査について、その頻度等を記載す

る。 

○具体的には、管渠内部の点検・調査や処理場設備の分解・調査等が該当

する。 

(4)改築事業の概要 

○概ね 10 年の間に実施する予定の改築事業（改築にあわせ、施設の能力

を増強し、浸水安全度の向上や高度処理化を図る事業等を含む。）を踏

まえつつ、概ね５年程度で実施する予定の事業について記載する。 

(5)施設の長期的な改築の需要見通し 

○施設の改築周期等一定の試算条件の下で、平準化を考慮しつつ、概ね 30

年～50 年後の改築の需要を試算する。 

 

３．運用通知３．（２）⑨（ⅴ）並びに４．（２）⑧（ⅴ）関係 

財政計画書（様式３）の作成にあたっては、事業計画に記載された事項の

実効性を財政面で担保する観点から健全な経営が確保されるよう、経費及び

財源の各項目について、適切な算定を行われたい。 

  

４．経営の健全化、執行体制の確保に向けた取組の推進 

  財政計画書及び施設の長期的な改築の需要見通しを踏まえ、中長期的に事

業の持続性を確保するための経営の健全化、執行体制の確保に向けた取組を

図られたい。 

【経営の健全化に向けた取組の例】 

・各種支援制度の整備、戸別訪問等による下水道への接続促進 

・量水器の設置促進など有収率向上対策の推進 

・経営状況を踏まえた下水道使用料の見直し検討 

・督促強化等による下水道使用料の徴収対策の推進 など 

  【執行体制の確保に向けた取組の例】 

・維持管理等の広域化・共同化のための方策の協議の場としての 

（都道府県等を核とした）協議会の設置 

・複数年に亘る包括的な業務発注など PPP/PFI の導入 

・複数市町村による維持管理業務等の共同発注、計画の共同策定 

・日本下水道事業団、都道府県公社等の公的機関による支援 
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・組織形態等の見直し 

・研修等を通した人材の確保・育成、技術力の継承 など 

 

 

５．運用通知３．（２）⑨（ⅲ）ト並びに４．（２）⑧（ⅲ）ト関係 

処理施設の容量計算について、既存施設において評価２を行う場合は、１

年間以上の期間、計画放流水質を満足することを実施設で測定・評価するこ

とにより、当該計画放流水質に適合するよう下水を処理する性能を有する構

造であることを確認しているものであるため、評価２を行った水処理施設の

容量計算としては、当該施設における測定・評価の結果を添付すればよいも

のとする。 
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（様式１）施設の設置に関する方針（記載例） 

主要な施

策 

（事業計画に
基づき今後実
施する予定の

事業に関連す
るものを記

載） 

整備水準 

事業の 

重点化・効率化

の方針 

中期目標を 

達成するた

めの主要な

事業 

備考 
指標等 

現在 

(平成○年度

末) 

中期目

標 

(平成○年度

末) 

長期目

標 

汚水処理 下水道 

処 理 人

口 

普及率 

60% 

 

 

85% 

 

 

85% 

 

 

（例１） 

平成○○年度

に見直した都

道府県構想に

基づく汚水処

理の 10 年概成

を目標とし、人

口密度が高い

地域から優先

的に整備を実

施する。 

（例２） 

集合処理区域

が適切と判断

された区域で

あっても、10

年以内に下水

道整備が概成

しない地域に

ついては、地域

住民の意向等

を踏まえ、浄化

槽を整備する。 

（例３） 

集落排水施設

等の統廃合に

より管理の効

率化を図る。 

○ ○ 地 区 管

渠整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 平 成 ○ ○ 年

度を目処に、○

○地区ほか 3地

区 の 農 業 集 落

排水施設（処理

人口○○人、処

理面積○○ha）

を 下 水 道 に 編

入予定。 

 

【別添１】 
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主要な施策 
（事業計画に

基づき今後実

施する予定の

事業に関連す

るものを記載） 

整備水準 
事業の 

重点化・効率化

の方針 

中期目標を 

達成するため

の主要な事業 

備考 
指標等 

現在 

(平成○年度末) 

中期目標 

(平成○年度末) 
長期目標 

浸水対策 都

市

浸

水

対

策

達

成

率 

整備 

目標 

60mm/h 

重点 

地区 

25% 

(100ha) 

  

50% 

(200ha) 

 

100% 

(400ha) 

 

（例１） 

都市機能集積

地区等の重点

地区について

は、下水道の整

備に加え、内水

ハザードマッ

プの策定や止

水板の設置、地

下街等への下

水道水位情報

の提供等のソ

フト対策によ

り、既往最大降

雨（80mm/h）に

対する浸水被

害の最小化を

目指す。 

（例２） 

浸水被害想定

に基づき、浸水

被害リスクの

高い箇所から

優先的に整備

する。 

（例３） 

既設水路等の

ストックを活

用し、効率的な

整備を図る。 

○○地区雨水

貯留施設整備 

事業 

 

※○○地区

に つ い て

は、下水道

法第25条の

2 に基づく

「浸水被害

対策区域」

に指定し、

民間による

雨水貯留浸

透施設を導

入。 

整備 

目標 

50mm/h

一般 

地区 

10% 

(100ha) 

 

20% 

(200ha) 

 

100% 

(1,000ha) 

 

○○幹線整備

事業 

 

 

整備 

目標 

30mm/h 

0% 

(0ha) 

 

10% 

(200ha) 

 

100% 

(2,000ha) 

 

○○幹線整備

事業 

 

 



- 86 - 

 

主要な施策 
（事業計画に

基づき今後実

施する予定の

事業に関連す

るものを記載） 

整備水準 
事業の 

重点化・効率化

の方針 

中期目標を 

達成するため

の主要な事業 

備考 
指標等 

現在 

(平成○年度末) 

中期目標 

(平成○年度末) 
長期目標 

高度処理 高度処理

の目標と

する計画

放流水質 

(○○処理場) 

 

 

高度処理

実施率 

BOD 15mg/l 

TN 20mg/l 

TP 3mg/l 

 

 

 

 

25% 

 

 

 

 

 

BOD 12mg/l 

TN 15mg/l 

TP 2mg/l 

 

 

 

 

75% 

 

 

 

 

 

BOD 10mg/l 

TN 10mg/l 

TP 1mg/l 

 

 

 

 

100％ 

 

 

 

 

 

（例１） 

○○流域別下水

道整備総合計画

に基づき窒素・

リン除去の高度

処理を老朽化施

設の改築に合わ

せ導入する。 

（例２） 

○○流域別下水

道整備総合計画

の中期整備事項

に基づき段階的

高度処理を導入

し、冬期は放流

先の水産資源に

配慮して窒素の

季節別運転管理

を行う。 

（例３） 

将来的な人口減

少を見据えた施

設能力を最終目

標とし、当面の

人口増による流

入水量の増大に

ついては、過負

荷運転によって

対応する。 

○○処理場反

応タンク設備

改築事業 

○○処理場反

応タンク攪拌

機設置工事 

○○処理場凝

集剤添加設備

設置工事 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※左記中期目

標に係る季節

別の運転管理

目標水質 

冬期: 

TN 15mg/l 

その他： 

TN 10mg/l 
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主要な施策 
（事業計画に

基づき今後実

施する予定の

事業に関連す

るものを記載） 

整備水準 
事業の 

重点化・効率化

の方針 

中期目標を 

達成するため

の主要な事業 

備考 
指標等 

現在 

(平成○年度末) 

中期目標 

(平成○年度末) 
長期目標 

合流式 

下水道の 

改善 

合流式 

下水道 

改善率 

25% 100% 100％ 

 

平成 35 年度迄

に全ての対策を

完了する。 

○○雨水調整

池整備事業 

 

汚泥の 

再生利用 

燃料又は

肥料とし

て有効利

用された

割合 

25% 

 

50% 

 

100% 

 

（例１） 

発生汚泥のエネ

ルギー利用・肥

料利用に極力務

めるとともに、

焼却残渣等につ

いてはマテリア

ルリサイクルに

努める。 

（例２） 

浄化槽汚泥、食

品廃棄物等の他

のバイオマスの

受入や他の市町

村の下水汚泥と

の集約処理によ

り、汚泥処理の

効率化を図る。 

○○バイオガ

ス発電施設整

備事業 

○○処理場コ

ンポスト施設

整備事業 

○○他バイオ

マス受入施設

整備事業 

 

 

その他 

処理水の 

有効利用 

 

雨水の 

有効利用 

 

処理水 

再利用量 

 

雨水 

利用量 

 

0 

m3/日 

 

0 

m3/日 

 

3,000 

m3/日 

 

1,000 

m3/日 

 

3,000 

m3/日 

 

1,000 

m3/日 

  

○○処理場ポ

ンプ施設整備

事業 

○○地区送水

管整備事業 

 

 

※○○地

区のトイ

レ用水等

に活用。 
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（様式２）施設の機能の維持に関する方針（記載例） 

 

ａ）主要な施設に係る主な措置 

ⅰ）劣化・損傷を把握するための点検・調査の計画 

 主要な施設 点検・調査の頻度 

管渠施設 （例１） 

施設の重要度等に応じて、概ね○年～○年に一度点検

を実施。点検の結果、異状の可能性がある箇所につい

てテレビカメラ等による調査を実施。 

（例２） 

施設の重要度等に応じて、概ね○年～○年に一度点検

を、概ね○年～○年に一度テレビカメラ等による調査

を実施。 

汚水・雨水ポンプ施設 

（ポンプ本体） 

（例１） 

設置後概ね〇年で調査を実施し、修繕・改築の必要性

を検討。 

（例２） 

概ね○○年（目標耐用年数）を目処に改築を検討。 

水処理施設 

（送風機本体） 

（例１） 

分解・調査を概ね〇年に一度実施。 

（例２） 

概ね○○年（目標耐用年数）を目処に改築を検討。 

汚泥処理施設 

（汚泥脱水機） 

（例１） 

異状が確認された場合、又は概ね〇年に一度分解・調

査を実施し、修繕・改築の必要性を検討。 

（例２） 

概ね○○年（目標耐用年数）を目処に改築を検討。 

【別添２】 
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ⅱ）診断結果を踏まえた修繕・改築の判断基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）改築事業の概要（平成○○年度～平成○○年度） 

 

主要な施設 修繕・改築の判断基準 

管渠施設 緊急度がⅠのものを修繕・改築の対象とする。 

汚水・雨水ポンプ施設 

（ポンプ本体） 

（例１） 

健全度３～２のものを修繕の対象、健全度２以下のも

のを改築の対象とする。 

（例２） 

概ね○○年（目標耐用年数）を目処に改築を検討。 

水処理施設 

（送風機本体） 

（例１） 

健全度３～２のものを修繕の対象、健全度２以下のも

のを改築の対象とする。 

（例２） 

概ね○○年（目標耐用年数）で改築を検討。 

汚泥処理施設 

（汚泥脱水機） 

（例１） 

健全度３～２のものを修繕の対象、健全度２以下のも

のを改築の対象とする。 

（例２） 

概ね○○年（目標耐用年数）で改築を検討。 

主要な施設 改築事業の概要 

管渠施設 延長：概ね〇〇〇km 

汚水・雨水ポンプ施設 

（ポンプ本体） 

汚水ポンプ（揚水量：約〇〇m3/分×〇台） 

雨水ポンプ（揚水量：約〇〇m3/分×〇台） 

水処理施設 

（送風機本体） 

送風量：約〇〇m3/分×〇台 

汚泥処理施設 

（汚泥脱水機） 

脱水能力：約〇〇m3/時間×〇台 
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ｂ）施設の長期的な改築の需要見通し 

 

 

  

改築の需要見通し 

（年当たりの概ねの事業規模の試算） 
試算の対象時期 試算の前提条件 

年当たり概ね○○億円 概ね○○年後 （例１） 

土木・建築は目標耐用年数

７５年 

機械・設備は目標耐用年数

２５年で改築 

（例２） 

標準耐用年数で改築 
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【参考】（様式１）施設の設置に関する方針（浸水対策関係）の説明図（例） 
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